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技術予測国際コンファレンス（平成１２年３月７日（火）、８日（水）於：都市センターホテル）
参加された海外・国内の有識者の方々
講演する桑原第４調査研究グループ総括上席研究官
会場風景
科学技術政策研究所特別展
（平成11年10月13日〜10月22日 於：未来科学技術情報館（東京新宿、三井ビル）
特別展の会場
権田客員総括研究官による「地域社会と科学技術」の講演
桑原総括上席研究官による「技術予測調査について」
NISTEP/STA
１９９９年度
科学技術政策研究所年報
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１．はじめに
新しい千年紀を迎えた現在、情報通信技術、ライフサイエンスなどの科学技術の新たな展開により
科学技術と社会との結びつきは質的に変わりつつあります。さらに、地球環境問題、食料問題、エイ
ズなどの難病問題等の人類が直面する多くの困難な課題の解決にあたって科学技術の果たすべき
期待と役割はますます高まっています。科学技術全般に関する理論的、実証的な調査研究は、将
来の適切な科学技術政策の展開にあたっての基本となるものであり、先見性かつ総合的な視点か
らの取り組みが重要であると考えております。
１９９９年度においては、このような認識のもと、科学技術政策展開の基礎となる諸事項について理
論的・実証的な調査研究活動の展開を図ってまいりました。特に研究開発投資と経済成長の関係に
ついての「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査」、クローン技術
の適用に関する法的規制についての「先端科学技術と法的規制（生命科学技術の規制を中心
に）」、ゲノム研究と社会との関わりについての「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」、我
が国の技術系ベンチャー企業の実像の把握を目的とした「日本のベンチャー企業と起業者に関す
る調査研究」などの活動について、成果をとりまとめ報告書を作成しました。また、２０００年３月に東
京において「技術予測の新たなアプローチとその可能性」をテーマに国際コンファレンスを開催し、
技術予測活動の成果の活用を含む新たな展開や今後の発展の方向性についての議論を行いまし
た。さらに、２０世紀における民間企業の経営と研究開発活動の総括を行い、２１世紀の科学技術政
策の展開を得ることを主な目的として１９９９年１２月、「企業経営・技術戦略の変遷に関する研究会」
を設置し、検討を開始しました。
本報告は、調査研究を中心とした１９９９年度における当研究所の活動の概要をとりまとめたもので
あります。当研究所は２００１年１月、新たに設置される文部科学省の付置研究所に移行しますが、
今後も科学技術の重要性の高まりとともに当研究所の役割は益々重くなっていくものと考えておりま
す。１９９９年度の活動もこのような流れの中で位置づけていただければ幸いです。当研究所に対
する皆様方の一層のご支援、ご協力を改めてお願い申しあげます。
２０００年６月
科学技術庁
科学技術政策研究所
所長 柴田 治呂
２．科学技術政策研究所の概要
（１）業務の基本方針
21世紀における我が国の存立基盤を確実なものとするためには科学技術の果たす役割は極めて大
きい。このため、我が国の科学技術振興にあたって政府研究開発投資を対ＧＤＰ比率で欧米主要
国並に引き上げるべく拡充すること、我が国の研究開発システムを柔軟かつ競争的で開かれたもの
に抜本的に改善し、我が国の産学官全体の研究開発能力を引き上げること、研究成果を円滑に国
民や社会経済に還元していくことが重要な課題となっている。
今後、科学技術のための政策に対するこれらの要請に応えていくためには、我が国の科学技術活
動の動態と構造、科学技術を取りまく社会的な状況、国民の科学技術に対する意識などに関する深
い洞察と分析がますます重要となっている。さらに、科学技術に対する要請の多様化に呼応し、地
域における多様な科学技術の振興基盤に対しても、新たな視点に立った政策の展開が求められて
いる。
また、地球環境、食糧、エネルギー等地球的規模でとらえるべき資源利用に係わる諸現象が現出し
つつある中、21世紀において豊かで安定した国際社会を維持、発展させていくため、地球的な視野
に立った資源の有効かつ適切な利用、そのために科学技術が果たすべき役割についての分析が
必要となっている。
本研究所は、このような基本認識の下、「科学技術基本計画」を踏まえ、科学技術会議をはじめとす
る関係機関との密接な連携を図りつつ、科学技術活動及びそれに係わる諸政策に関する基礎的調
査研究を多角的かつ総合的に推進することとし、当面、次のような調査研究業務を進めるものとす
る。
(Ｉ)課題対応型調査研究
科学技術政策の中で重要な位置付けが与えられていたり、あるいは今後、顕在化する
ことが見込まれる課題を対象とする調査研究
イ．科学技術人材等の科学技術振興条件及び制度に関する分析
ロ．科学技術と人間・社会との関わりに関する分析
ハ．地域における科学技術振興及び科学技術の国際的展開に関する分析
ニ．政策立案及び政策形成過程に関する分析
(II)状況・方向性把握型調査研究
科学技術活動の状況及びその背景にある社会、経済等の状況を的確に把握し評価す
るとともに、将来の方向性を展望することを目的とする調査研究
イ．科学技術指標に関する分析
ロ．科学技術の動向及び将来予測並びに資源の総合的利用に関する分析
ハ．外国技術導入及び技術輸出の動向に関する分析
(III)理論展開型調査研究
政策分析・政策形成のための新しい概念や方法論の開発を目指して、科学技術政策
に関する諸問題を理論的、実証的に解明し、政策研究基盤の構築・整備を図ることを
目的とする調査研究
イ．技術革新プロセス、研究開発投資の経済効果等の科学技術の構造・動態や科学技
術の経済社会への効果に関する分析
ロ．科学技術の研究開発推進システムに関する分析
ハ．体系的な科学技術指標の開発に関する理論的分析
このような調査研究はすぐれて国際性を有するものであることに鑑み、海外との情報交換、研究者
の交流をはじめ、国際会議の開催、共同研究の実施、所内及び所外の有識者によるセミナーの開
催等を積極的に進めることにより、科学技術政策研究における国際的なネットワークの構築に努め、
本研究所の調査研究の効果的推進に資する。
さらに、科学技術政策情報データベースシステムの構築に資するため、科学技術指標データの定
期的更新、イノベーションに関するデータの蓄積・分析を行い、データベースを整備するとともに、そ
の維持改善に必要な情報処理システムの確立など、支援部門の整備充実に努めるものとする。
（２）組 織
２０００年３月末における本研究所の組織と任務は下のとおり。
１９９９年度末定員 ４６名
同年度参加客員研究官 延べ １４名
同年度参加特別研究員 延べ ２３名（うち外国人研究者８名）
＜研究グループ等の主な任務＞
第１研究グループ ：科学技術の経済社会への効果に関する理論的調査研究
第２研究グループ ：科学技術の研究開発推進システムに関する理論的調査研究
第１調査研究グループ：科学技術人材等科学技術の振興条件に関する実証的調査研
究
第２調査研究グループ：科学技術の人間・社会との関わりに関する実証的調査研究
第３調査研究グループ：地域における科学技術振興に関する調査研究
第４調査研究グループ：科学技術の動向及び将来予測に関する実証的調査研究
情報分析課 ：技術貿易の動向に関する調査及び分析
注）1999年度の主な人事異動
所長：佐藤征夫（1999年７月辞職)
柴田治呂（1999年７月通商産業省より就任）
総務研究官：國谷 実（1999年７月核燃料サイクル開発機構に採用)
木村 良（1999年７月科学技術振興事業団より就任)
第１調査研究グループ総括上席研究官：前澤 祐一（1999年11月死去）
第２研究グループ総括主任研究官：平澤 ?? ﾊ2000年３月辞職）
情報分析課長：吉水正義（2000年３月辞職）
相馬 融（2000年３月科学技術振興事業団より就任）
総務課長：安藤忠志（2000年３月辞職）
（３）予 算
１９９９年度の予算を以下に示す。
（４）１年間の主な活動
１． 国際会議
2000年3月7日〜8日 技術予測国際コンファレンス
２． 国内会議
2000年3月14日〜15日 平成１１年度地域科学技術政策研究会
３． NISTEP REPORT
時 期 題 名
1999.5 <NO.63>「外国技術導入の動向分析（平成９年度）」
1999.6 <NO.64>「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査（中
間報告）」
2000.1 <NO.65>「日本の技術輸出の実態−平成９年度−」
４．POLICY STUDY
時 期 題 名
1999.5 <NO.1> 「先端科学技術と法的規制」＜生命科学技術の規制を中心に＞
1999.5 <NO.2> 「ベンチャービジネス：日本の課題」
1999.5 <NO.3> 「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革」 −「科学技術・新産業創造
立国実現」へのシナリオ−
1999.7 <NO.4> 「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析」
2000.3 <NO.5> 「科学技術政策コンセプト進化のプロセス」
５． 調査資料
時 期 題 名
1999.5 <NO.61>「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果」
1999.6 <NO.62>「科学技術と人間・社会との関わりについての検討課題」
1999.6 <NO.63>「公的研究機関の研究計画策定過程に関する調査」
1999.12 <NO.64>「我が国の廃棄物処理の現状と課題」
2000.3 <NO.65>「地域科学技術政策研究会（平成１１年３月１６．１７日）報告書」
2000.3 <NO.66>「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」
2000.3 <No.67>「国立試験研究機関、特殊法人開発研究機関及び日本企業の研究開発国
際化に関する調査研究」
2000.3 <No.68>「１９７０年代における科学技術庁を中心としたテクノロジー・アセスメント施策
の分析」
2000.3 <No.69>「技術予測調査の利用状況と今後の調査への要望について
６． DISCUSSION PAPER
時 期 題 名
1999.5 <NO. 8> 「日本企業の研究開発の国際化の実状と国内研究開発体制への提言」
1999.5 <NO. 9> 「ＩＴを用いた資材調達活動の国際比較」
1999.6 <NO.10> 「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
1999.7 <No.11> 「先端的情報システムと日本企業の課題」
1999.8 <NO.12> 「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究」
〜「モード２」の時代において集団的創造性を高めるために 〜
1999.10 <NO.13> 「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」
1999.12 <NO.14> 「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究（そ
の１）
2000.2 <NO.15> 「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」
３．国際会議
技術予測国際コンファレンス
科学技術政策研究所、APEC技術予測センター及び（財）つくば科学万博記念財団の共催により平
成１２年３月７日（火）、８日（水）の２日間、都市センターホテル（東京都千代田区平河町）において
以下の通り、技術予測国際コンファレンスを開催した。
１．テーマ
技術予測国際コンファレンス −新たなアプローチとその可能性 −
２．開催趣旨
１９９０年代以降、欧州及びアジア諸国を中心とする世界各国において技術予測に関
する関心が高まっており、各国の科学技術政策の立案や技術開発計画の策定のため
にデルファイ法などによる技術予測が広く利用されるようになってきている。このような
状況のなか、技術予測活動の成果の活用を含む新たな展開と一層の発展に資するこ
とを目的として、海外及び日本の予測に関する専門家が一同に会して意見交換を行う
国際コンファレンスを開催する。
３．参加者
講演者：２０名（日本を含む１４カ国、２国際機関）
関係者（タイNSTDA代表団、技術予測委員会委員、科学技術政策研究所員等）：約５０
名
参加者：のべ約３００名（７日：約２００名、８日：約１００名）
４．概要
政策研所長挨拶、APEC技術予測センターの紹介のあと、セッション「各国の技術予測活動の現状」
を３月７日に、セッション「国際的な予測調査」、セッション「新たに技術予測に取り組む国への提言」
及びセッション「社会経済的ニーズを考慮した予測」を３月８日にそれぞれ実施した。
セッション「各国の技術予測活動の現状」
英国、米国、ドイツ、日本をはじめオーストラリア、カナダ、スウェーデン、ニュージーランド、オースト
リア、韓国、中国の計１１カ国の予測活動が発表された。主な内容は次の通りである。英国、米国、ド
イツ、日本をはじめオーストラリア、カナダ、スウェーデン、ニュージーランド、オーストリア、韓国、中
国の計１１カ国の予測活動が発表された。主な内容は次の通りである。
・英国（Prof. John Wood Nottingham大学教授）
イギリスの第１回及び第２回調査の概要について報告された。第２回調査
では、社会環境も重視したテーマパネルを設けるとともに、ネットワークを
利用した知識プールを設けるなどより広範な人々の参加を目指している。
・米国（Dr. Bruce Don RAND科学技術政策研究所所長）
1990年代より実施されているcritical technology調査を中心とする米国の
動向について紹介された。今後は個々の技術よりイノベーションシステム
全体を見ることが重要となること等が提起された。
・ドイツ（Dr. Hariolf Grupp フラウンホーファーシステム・技術革新研究所副所長）
Delphi 、 などこれまでの調査の概要について報告された。今後の方
向性として、デルファイと他の方法を併用するとともに技術のニーズ側を含
む多くのアクターの参加を目指したアプローチFUTURが紹介された。
・日本（桑原輝隆 科学技術庁科学技術政策研究所第４調査研究グループ総括上席研
究官）
過去のデルファイ調査の背景、位置付け及び第１，２回調査の評価を紹介
するとともに、技術の主要分野のデルファイ調査での重要度の推移が国
全体の研究開発費の動向と連動する傾向にあることを示した。
セッション「国際的な予測活動」
APEC技術予測センターよりこれまで実施されたプロジェクト、予測活動支援のネットワーク構築事例
及び国際レベルでのデルファイ調査の概要等が、また、EU技術展望研究所よりEUでの予測活動の
状況がそれぞれ発表された。主な内容は次の通りである。
・APEC技術予測センターの予測活動（Prof. Greg Tegart APEC技術予測センター上級
顧問）
多国間プロジェクトを進める上で、参加者の予測に対する深い理解、国内
視野のみでなくAPECレベルの視野が必要であること、英語を用いること
による誤解の解消等の課題のあることが示された。
・EU技術展望研究所（ITPS）の予測活動（Dr. Gustavo Fahrenkrog ITPS未来プロジェク
ト長）
人口動態や社会動向を考慮しつつ、技術、競争力、雇用の３者関係につ
いて政策決定者を含めた議論が行われているFuture Projectの概要につ
いて紹介された。
セッション「新たに技術予測に取り組む国への提言」
近年新たに着手した南アフリカ、ハンガリー及びタイの経験等が発表されるとともに、今後技術予測
へ取り組む国に対する専門家からの提言・意見交換が行われた。主な内容は次の通りである。
・発展途上国の視点から見た技術予測（Dr. Malee Suwana-adth 国立遺伝子工学・生
命工学センター長）
タイにおけるNGOや政府による活動について報告された。予測に社会環
境的側面を加えていくことが望ましく、生活者ニーズへの対応、地域専門
家の取込みなどが今後の課題である。
・技術予測の権威、合理性、信頼性（Dr. Chatri Sripaipan APEC技術予測センター長）
予測実施に当たり、適切な専門家を参加させることが合理性と信頼性を高
め、そして、これが権威につながるので、計画段階からそれらを確立する
手法を検討することが重要である。
セッション「社会経済的ニーズを考慮した予測」
日本及び英国より社会経済的ニーズを考慮した予測への取り組みについて発表があり、今後の技
術予測の方向性等について参加者も交えた討議・意見交換が行われた。
・ニーズアプローチを導入した技術予測（軽部征夫 東京大学国際・産学共同研究セン
ター長）
科学技術政策研究所で実施した「国民ニーズと技術予測に関する調査」
の概要とこの成果を踏まえて実施中の「第７回技術予測調査」における
ニーズアプローチの導入などの新しい試みを紹介した。
・第３世代の技術予測（Prof. Luke Georghiou Manchester大学教授）
予測活動は、専門家が科学技術について予測した第１世代、産学が科学
技術と市場について検討した第２世代から、今後は、広範な社会の利害
関係者を含め社会的要素をも取り入れた問題解決型の第３世代に移行す
ることを示した。
５．まとめ
各セッションの議論を通じ、次のような共通認識が得られた。
1. 技術予測の必要性、有用性についての認識は、先進国だけでなく途上国も含め
て一致している。
2. 技術予測の定義については、国により若干の違いは見られるものの、ほぼ共通
の理解が成立している。
3. 現在、技術予測（foresight）はダイナミックな展開の時期であり、各国で最良の手
法を確立すべくさまざまな手法の組合せが試みられている。技術予測調査実施
国は、他国の経験から学ぶ必要があり、意見交換、情報交換が重要となる。この
意味で今回の会議は有意義であった。
4. 世界における技術予測の展開に当たり、OECDのイニシアチブ（1994年の専門
家会合）は第２世代に入るきっかけとなり重要な役割を果たした。しかし、現在５．
技術予測はOECD圏外にも広がり世界的になるとともに、各国とも技術予測に社
会経済的視点を結合させ、より有効な政策ツールとしていくことを指向している。
４．国内会議
平成11年度地域科学技術政策研究会
第３調査研究グループでは、平成12年３月14、15日に科学技術振興事業団サイエンスプラザ（東京
都千代田区）において、「平成11年度地域科学技術政策研究会」を開催した。本研究会には、都道
府県及び政令指定都市の科学技術政策担当者、公設試験研究機関並びに財団法人等の関係者が
参加し、「地方公共団体における研究評価の手法とあり方について」をテーマに講演、事例報告及
び討議が行われた。１日目は、まず、本研究所の柴田所長から評価の重要性及び本研究会開催の
意義等について触れた挨拶があった。続いて、岩手県立大学の西澤潤一学長からの基調講演が行
われ、その後、科学技術庁の崎谷審議官及び本研究所の平澤総括主任研究官からの講演が行わ
れた。引き続いて、理化学研究所、兵庫県及び大阪府立産業技術総合研究所における研究評価等
に関して事例報告が行われた後、本研究所の権田客員総括研究官から講演が行われた。２日目
は、科学技術庁の佐野評価推進室長から講演が行われた後、参加者全員による自由討議が行われ
た。
本研究会には、41都道府県及び５政令指定都市から90人の科学技術政策担当者等の出席を得るこ
とができた。本研究会の概要は次のとおりである。
１日目
—基調講演—
岩手県立大学の西澤潤一学長から、「21世紀に向けた科学技術の役割」と題した基調講演が行わ
れた。西澤学長は、炭酸ガス問題や送電方法を例にあげ、現在の科学技術を正しく利用すれば、21
世紀における人類の危機、特に環境問題を回避できることを説明されるとともに、科学技術活動に
よって環境を守る産業や情報化社会に対応した産業を興していくことの重要性について述べられ
た。
—講演—
科学技術庁の崎谷審議官から「科学技術政策の動向と課題」という題名で、国における科学技術政
策の現状及び今後の課題について講演が行われた。また、本研究所の平澤総括主任研究官から
「地域になじむ研究開発評価の枠組—比較評価論の観点から—」と題された講演が行われた。
—事例報告—
理化学研究所の大窪調査役、兵庫県知事公室の落合課長補佐及び大阪産業技術総合研究所の米
田次長からそれぞれの評価に関する取り組みに関する事例報告が行われた。
—講演—
本研究所の権田客員総括研究官から、「地方公共団体における研究評価の現状と課題」という題名
で講演が行われた。
２日目
—講演—
科学技術庁の佐野評価推進室長から「国の研究開発の評価の現状について」という題名で、講演
が行われた。
—自由討議—
「地方公共団体における研究評価の手法とあり方について」というテーマで、参加者全員による自由
討議が行われた。
５．調査研究活動の概要
（１）第１研究グループ
情報技術が知的生産性に及ぼす影響に関する国際比較
榊原清則
１．研究の目的及び性格
技術研究開発に従事する組織体において広義の情報通信技術（Information Technology、以
下IT）が如何に利用されているか、その導入活用実態の調査と、それが組織の成果にどうい
う影響を与えているかを明らかにすることが本研究の目的である。
２．研究課題の概要
先端的なIT活用分野の例として、（1）インターネット技術を利用した部品、材料の調達活動、
（2）製品開発における新世代3次元CADの利用、（3）企業の基幹業務への統合業務パッケー
ジ（Enterprise Resource Planning、略してERPとよばれる）の利用をそれぞれとりあげ、特定事
例の精査、関係者への聞き取り、質問票サーベイ等を組み合わせた調査活動を実施した。
また、利用可能な文献および資料を探索し、比較可能な欧米の事例の収集に努め、限定的
な国際比較を試みた。
３．得られた成果・残された課題
まず上記の（1）については、科学技術政策研究所および慶應義塾大学大学院政策・メディア
研究科で鋭意調査し、関連データの収集をした。その結果、アメリカ企業と日本企業との間
に、企業の資材調達面で、インターネット技術の活用実態が異なることが分かった。従来、IT
の活用という点では各国ごとの違いを無視した収斂論が支配的である。ITの活用はやがて類
似の組織実践に収斂するというのである。しかしこの種の収斂論は必ずしも正しくないこと
が、本研究で明らかになった。
次に（2）と（3）については、昨年度末から今年度にかけて、サーベイ・リサーチを含む詳細な
調査研究を実施中である。
４．特記事項
ITの意義をとりあげたのは政策研では初めてのことであり、まずは民間企業の活動における
ITのインパクトに焦点を当てている。大学や国公立試験研究機関におけるITの意義の調査は
今後の課題である。
５．論文公表などの研究活動
[1]「ITを用いた資材調達活動の国際比較」Discussion Paper No. 9( 1999年5月公刊)
知識・能力基盤的経済下における研究開発システムの運営に関する国際比較研究
（科学技術振興調整費重点基礎研究制度）
伊地知寛博
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、イノベーション・システムの構築という課題や、国立試験研究機関の独立行政法人
化を契機とした日本の公的な研究開発システムの運営のあり方への関心を背景として、すで
に多様な関係者から構成されて運営されている主要国の実態を相対化して分析したうえで、
日本の研究開発の特質や特長を活かした研究開発システムの運営のありようを探ることを究
極的な目的とする。
２．研究課題の概要
本研究は、主要国の研究開発において重要な役割を果たす機関、あるいは重要かつ特徴的
な技術分野を対象として、これらの機関あるいはこれらの技術に関わる組織における研究開
発システムの運営を国際的に相互比較する。その際、多様な機関・組織に所在する知識・能
力をいかに統合・調整させて研究開発システムが運営されているかについて、たとえば、正
当性・合理性・妥当性といった観点から分析して、望ましい方策について示唆を得る。
３．得られた成果・残された課題
まず、公的な研究開発システムの運営という点で見ると、これはおおむね当該国で一般的な
民間企業等における運営の形態と類似しており、関与者の多様性や権限のあり方等につい
て違いが見られた。そして、とくに日本の公的な研究開発システムの運営についても、民間の
場合と同様にコーポレート・ガバナンス概念の導入が重要であろうということが示唆された。そ
れから、会議体の構成員の位置づけ、たとえば、個人としての資格かそれとも組織・団体の代
表としての資格かという区別について、日本は現状では諸外国と比べてあまり明確化されて
いないことが示された。また、コンサルテーションのあり方についても同様な課題があり、正当
性・妥当性を考慮し、公開性の確保や恣意性の排除等をさらに行っていくことが課題として示
唆された。一方で、評価システムについては、諸国にそれぞれの特徴を有しており、日本で
は、近年の積極的に導入されてきた経緯を踏まえると、公開性・透明性や外部によるチェック
体制の確保に留意しつつ、自律的かつ階層的なメカニズムが実効性をもつような特徴であろ
うということが示唆された。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表などの研究活動
特になし。
研究開発の国際化と我が国経済における知的ストック蓄積に関する調査研究
榊原清則・伊地知寛博・古賀款久・永田晃也（北陸先端科学技術大学院大学）
１．調査研究の目的及び性格
本研究では、わが国における知的ストックの蓄積が、諸外国の知的ストック蓄積・生産性の向
上にいかなる影響を及ぼしうるか、について、閉鎖経済および開放経済体系の中で定量的・
定性的に把握することを主眼としている。
２．研究課題の概要
経済活動のグローバリゼーションの進展に伴い、科学技術と経済成長の関連においても、国
際的な相互依存関係が一層重要になっている。研究開発投資が形成する知的ストックは一国
内における生産性の高度化等に寄与するばかりではなく国際的なスピルオーバー等を通じ
て他国の経済成長に多大な影響を及ぼす場合がある。本研究では、知的ストックのグローバ
ルな分布状況を定量的に把握するとともに、地域間における知的ストックの相互依存的な経
済効果を評価するための理論的・実証的分析を行い、開放経済における科学技術政策のあり
方を議論することを目指す。
３．得られた成果・残された課題
本年度は、欧米等で進められている内生的経済成長理論に関する研究論文を検討すること
により、知的ストック蓄積と経済成長とのつながりを理論的に整理した。並行して、国際間の技
術的なスピルオーバーに関する実証研究例を、米国・カナダの研究例を中心に整理し、産業
レベル・企業レベルのデータに立脚した実証分析の可能性について検討した。また、過去に
当研究所が開発したマクロ計量経済モデルの開放経済体系への拡張可能性についても追求
した。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
特になし。
研究開発の国際化における人事・組織管理とインフラストラクチャー
榊原清則、田中茂、根岸廣和(キヤノン（株）)
１．調査研究の目的及び性格
日本における研究開発の国際化は今後ますます進展すると予想されるが、本研究は人事・組
織管理およびインフラストラクチャーを如何にしたら外国人研究開発者を引きつけ、またその
能力を最大限に引き出せるのか調査・研究する。
２．研究課題の概要
[問題の設定]
（１）日本国内の国立試験研究機関、特殊法人研究開発機関、および民間企業における研究
開発国際化の現状調査
（２）国際的研究開発組織の国内立地と国外立地の場合の人事・組織管理およびインフラスト
ラクチャー上の差異調査（民間企業のみ）
（３）国際的研究開発組織の構成員に対する人事・組織およびインフラストラクチャー上の問題
点と希望に関する調査（国研、特法、民間企業）
［その問題を設定した理由］
日本国内の研究開発国際化の実状を調査し、外国人研究者から見て日本国内の研究開発
環境の魅力を高める上で何が支障となっており、どう改善すべきか試案を提示する。
３．得られた成果・残された課題
国研・特殊法人及び民間企業へのアンケート調査により、国研・特殊法人及び民間企業国内
組織における外国人研究開発者に関する統計的数値に加えて彼らの貢献度、影響度、また
組織側の問題点などの実状が明らかとなり、また外国人研究開発者へのインタビュー調査に
より、彼らから見た日本の研究開発環境面での魅力や課題が明らかとなった。詳細は５．の調
査資料を参照のこと。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表などの研究活動
[1] 田中 茂、根岸廣和、榊原清則：「国立試験研究機関、特殊法人研究開発機関及び日本企
業の研究開発国際化に関する調査研究 −内への研究開発国際化に向けてー」、調査資料
No.６７として印刷中。
エンジニア及びマネージャーの育成に関する国際比較研究（科学技術振興費）
榊原清則、加藤みどり
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、日米独３ヶ国の産業界における研究開発の中での生産技術の相違を実証的に明
らかにし、生産技術が各産業に及ぼすインパクトを解明し、さらに優秀な生産技術者を育成
する方策を提示することを目的とする。なお、本研究はアメリカのLeonard Lynn教授、および
早稲田大学寺本義也教授他との共同研究である。
２．研究課題の概要
まず、３ヶ国それぞれの特徴や相違点が明らかになるように、生産技術の明確な定義を与え
る。次に日米独に共通した電機（半導体）、自動車、医療機器、化学の4産業についてインタ
ビュー調査を行う。半導体および化学産業については、製造装置製造企業との関係も考察に
取り入れる。これは、ある生産技術の真の担い手は実際に生産を行っている企業から、その
生産装置や設計に関る企業にシフトしているという、生産技術の生産者からの拡散という仮説
を取り入れることである。一方で、受託生産に特化した米国企業が非常に高い生産性をあげ
ている事例から、生産技術の学習過程を調査することにより、生産技術のコアとなる知識とそ
の形成プロセスが明らかになると同時に、生産技術に関る人材育成や教育に有用な提言を
行うことが可能になる。
３．得られた成果・残された課題
1999年9月にWashington D.C.で第1回ワークショップを行い、詳細な研究課題手順と調査対
象産業を決定した。また、事前の文献調査により、生産技術向上の過程を、工学的・理論的な
アプローチと「カイゼン」に代表されるボトムアップ的なアプローチのふたつに分けるというフ
レームワークを提出し、特に日本企業の研究開発を分析するモデルに組み入れた。今後は各
産業における調査の遂行と、その結果の相互比較を行う。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表などの研究活動
特になし。
研究開発と税制
古賀款久
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、産業部門のイノベーション活動を支援する目的で創設されている研究開発優遇税
制について、わが国製造業企業のデータを用いて検討することを主目標とする。また並行し
て各国の研究開発優遇税制を整理したうえで、産業レベルのデータを用いて、それらの投資
促進効果を比較考慮することをも目指す
２．研究課題の概要
従来、研究開発優遇税制は、補助金制度や公的R&D(大学・研究機関が自ら研究開発を行う
形態)に比して、民間企業の技術革新に対する助成効果が小さいと考えられてきた。このよう
な考え方の背景には、民間企業の研究開発投資が価格に対して十分感応的ではないとの前
提が存在する。本研究では、企業レベルのデータを用いて、わが国製造業企業の研究開発
投資の税価格弾力性を推計し、上記の議論がわが国にも当てはまるか否かを検討したうえ
で、研究開発優遇税制の有効性を吟味する。
３．得られた成果・残された課題
企業の研究開発投資は、多少のタイムラグを伴うものの、税価格に比較的感応的 —User Cost
が1%低下すると企業のR&Dは0.7%前後促進される—であることがわかった。なお、推計を産業
別・企業規模別に行った場合には、産業・企業規模によって、価格に対する感応度に相違が
認められた。また、本年度は、取得技術(特許権・ノウハウ等)に対する税制上の取り扱いに関
して整理したうえで、技術輸入と研究開発投資との関係について分析を試みたが、必ずしも
明確な結論は得られなかった。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
[1] 「技術輸入と研究開発投資」一橋大学・産業労働ワークショップ・論文報告(1999年6月22
日)
[2] 「研究開発投資に関する一考察：価格弾力性の推計」横浜市立大学・論文報告(1999年10
月21日)
半導体エンジニアの流動性に関する研究
青島矢一、武石彰、楠木 建、林 大樹(以上一橋大学)、軽部 大（東京経済大学）
榊原清則、伊地知寛博
１．調査研究の目的及び性格
本研究の目的は、人材の社会的移動の多面性と相互依存性に注目し、異なる社会的移動を
構成要素としたシステム（「流動性システム」）という概念を中心に、国のイノベーションシステ
ムの中核的要素としての技術系人材の流動性を明らかにすることである。移動とは多面性を
持っており，通常言われる組織間の移動は，組織という１つの境界の移動にすぎない。その
他に専門集団間の境界、製品市場間の境界、技術領域間の境界、地理的な境界、階層間の
境界の移動が社会的に存在し、それらの境界をまたぐような人々の行動は全て、社会的移動
として流動性の構成要素と考えられる。また、異なる社会的移動は相互に依存関係にある可
能性がある。
２．研究課題の概要
日本におけるイノベーションを促進する方法の１つとして、人材の組織間移動を高めようとする
政策案が提示されることがしばしばある。しかし仮に組織間の人材移動が他の社会的移動、
例えば、専門領域間や事業領域間移動と相互依存関係にあるならば、企業間移動だけを取り
出して、それを推進することが一義的にイノベーションを促進することになるのかどうか慎重に
なる必要がある。
３．得られた成果・残された課題
昨年度は日本における半導体エンジニアに絞って様々な社会的流動性を調べるための質問
票調査を行った。その初期的な結果について本年度ワーキングペーパーとしてまとめられつ
つある。たとえば897人の回答者の内35％の人々は少なくとも一度は所属組織を変えている、
全体の20人程度の人しか競合企業への移動は行っていない、組織内での機能部門間の移
動は双方向的に行われているなど、これまで事例をベースにいわれてきた流動性の実態が
定量的に明らかになった。初期的な分析では、移動をする人はあらゆる側面で移動をしてい
る傾向にありそうだということがわかってきている。
次年度においてはデータをより詳細に分析していくこととしている。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表などの研究活動
平成１１年度はなし。
イノベーションのための新しい組織間関係に関する研究（科学技術振興費）
榊原清則、加藤みどり
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、成長を続ける研究開発型ベンチャーおよび中堅企業の最新の事例を研究し、イノ
ベーションおよびそれを用いた新規事業創造に際しての新しい組織間の関係モデルの構築
に反映させる。
２．研究課題の概要
上記モデルは、1.組織内モデル、2.組織間の関係または関係形成モデル、3.組織と技術市場
の関係モデルから構成されると考えられる。研究開発の成果を事業化するには、イノベーショ
ンのリスクと事業化のリスク双方を負わなければならないが、適切な組織または分業の選択
により、これらを小さくすることができると考えられる。最近ではネットワーク上での研究開発や
提携の多様化により新しい形の分業が行われており、モデルに反映させる必要がある。
３．得られた成果・残された課題
複数のベンチャー企業および、ベンチャー企業と共同研究を行っている大企業の研究開発担
当マネージャにインタビューを行った。また、ネットワーク上でのボランタリな研究開発と、その
成果の大企業での戦略的活用について文献調査を行った。以上の調査研究をもとに、技術
のクローズド-オープン、組織間の関係性のクローズド-オープンに着目した新しいフレーム
ワークを提出した。ビジネスモデルの選択と分業の関係についても仮説が得られた。今後、
追加の事例研究を行うことにより、理論的分析が可能になる。また、組織間の関係が技術の
成熟状態によって変化するプロセスをモデル化し、分析に組み入れたい。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表などの研究活動
[1]加藤みどり、「オープンなR&Dが示す可能性と課題」、オフィス・オートメーショ
ン、Vol.20、No.3(2000).
[2]Midori Kato, New Strategy of IT Industry with Open Source, 2000 MIS/OA international
conference, Soul, Korea, July 8-10, 2000.
[3]Midori Kato, New paradigm of R&D outsourcing, Fifth International Conference, Asia -
Pacific Region of Decision Sciences Institute, Tokyo, Japan, July 24 - 27, 2000.
研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査（科学技術振興調整費ソフト
調査）
榊原清則、伊地知寛博、古賀款久、永田晃也(北陸先端科学技術大学院大学)
１．調査研究の目的及び性格
政府研究開発投資の経済効果に関する予測手法の検討は、科学技術政策研究所において
マクロ経済モデルの開発を通じて推進されてきた。本研究では、このモデルの応用を図る上
で必要な各種データを収集し、政策イシューに対応する予測シミュレーションを行い、様々な
ケースにおける経済効果を比較する。
２．研究課題の概要
本研究は、科学技術政策研究所開発のマクロ経済モデルを改良したうえで、政府研究開発
投資の増額がGDPの拡大にどの程度寄与するかを、公共事業との比較のうえで検討すること
を目的の一つとする。それと並行して、企業レベルのデータを用いて研究開発関連政策の有
効性を検討するとともに、インタビュー調査を通じた政府R&Dに関する事例研究をも実施す
る。
３．得られた成果・残された課題
本研究では、公共投資および政府研究開発投資の増額が実質GDPに与える影響を、マクロ
計量モデルの中で直接比較することを試みた。数種類の政策シナリオに基づいて行われた
シミュレーション計算の結果、政府研究開発投資の実質GDP拡大効果は、短期的に見ると公
共投資よりも若干低いものの、長期的には大きくなることが示された。
４．特記事項
本研究は、研究開発関連政策の有効性について、マクロレベルおよびミクロレベルの双方か
ら分析したという点に特徴を有する。
５．論文公表等の研究活動
[1] 「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査(中間報告
書)」NISTEP REPORT No.64 1999年６月
[2] 「同上(最終報告書)」2000年９月公刊予定
研究開発過程の構造化分析
伊地知寛博
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、研究開発の機構論に属するもので、研究開発過程の実態をミクロ・レベルで捉
え、研究開発の動的過程をシステムとして構造化し、その構造的特質から明らかにすることを
目的としている。研究開発のメカニズムを明確にすることは、研究開発マネジメントを構想する
うえできわめて重要である。本研究は、構造化の方法論を用いることで分析の客観化を意図
している。
２．研究課題の概要
本研究では、これまでに本担当者らが開発してきた分析の方法論を用いて事例分析を行う。
分析には研究開発のアウトプットを構成する学術文献および特許のデータベースを用い、学
術文献や特許に表れる研究者・技術者の氏名を手がかりとして研究開発の組織過程を構造
化して表現する。なお、この間、研究開発マネジメントの視点から各種の対象技術について分
析を推し進めるとともに、政策分析への適用を考慮してきた。
３．得られた成果・残された課題
LCDについて、生産あるいは研究開発を行っていた主要な組織については全容を捉えるべ
く、これまでに、日米欧韓計16社・機関について分析を進めてきた。なおさらに、所見の補完
等を目的として、先端的な技術開発をめざして新たに展開を示している日米の企業もさらに
対象に加えて分析を進めている。従来の分析から、組織の中にLCDの研究開発に一貫して
従事して、組織としての新たな知識・技術の生成をしていくコアとなるキーパーソンが存在し
て、しかも、その組織として持続して研究開発を行ってきている企業が、現在、LCD事業にお
いて主要な位置を占めていることがわかってきている。さらに、関連する技術に関する知見を
有する研究者・技術者を適切に共同・連携させ、ある程度の長期間、当該技術の研究開発に
従事させることによって、人に体化された知識・経験を組織的に統合して利用していくことが
できることがわかってきた。そして、LCDのような複雑で統合的な技術に関連する事業への参
入にあたっては、たとえ小規模な資源の配分であっても研究開発能力の連続的な蓄積や維
持が必要とされることが示唆された。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
[1] Ijichi, T. and Hirasawa, R. R&D organizational process on liquid crystal display: an
internationally comparative analysis based on patents. in Kocaoglu, D.F. and Anderson, T.
R. (eds.), Technology and Innovation Management, selected papers of the Portland
International Conference on Management of Engineering and Technology, Portland, Oregon,
USA, July 25-29, pp. 438-445, 1999.
ベンチャ−ビジネス支援政策に関する研究
榊原清則、綾野博之、加藤みどり、古賀款久
近藤一徳、田中 茂、根岸廣和(キヤノン（株）)、前田 昇(高知工科大学)
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、ベンチャービジネス支援のために講じられている多種多様な公的施策の意義を検
討するために、その前提として、日本のベンチャー企業およびそれを担う経営者および起業
家の特徴、概要など実態把握につとめ、諸外国特に米国のそれとの違いを究明することを目
的とする。
２．研究課題の概要
本年度は、まず前半において、関連する資料の収集、文献調査を広範に進めた。また、ベン
チャービジネス経営者、創業者、ベンチャーキャピタリスト、業界関係者、ならびに政策関係者
に適宜インタビュー調査を行い、実態の把握に努めた。
その上で、年度後半の９月以降、技術系ベンチャー企業5000社を対象に、大規模で体系的
な郵送質問票を実施した。調査結果については、現在、集計・分析中である。この調査は、技
術系ベンチャー企業に焦点をあてた調査として、わが国初の試みと言える。
また、この調査を通じて蓄積されたデータベースもそれ自体価値のあるものと言える。
３．得られた成果・残された課題
質問票サーベイの１回目の試みは、すでに1998年度に行われ、ベンチャー企業および起業
者の体系的実態把握を行ったものとして、一定の評価を得ている。今年度の試みはそれをさ
らに発展させるものであり、さらに精緻なデータ分析を進めている。また、実態の記述に重心
をおいた過年度の努力から、因果関係の究明によりいっそう焦点を当てた分析結果をとりまと
める方向で、継続努力中である。
４．特記事項
上記の調査結果をベースに、今後、より絞り込まれた仮説を立てて、それを検証するタイプの
調査研究を進めるとともに、科学技術ベースのベンチャー企業に特に焦点を当てた調査を続
行する計画である。その過程で、大学や国公立試験研究機関の意義も検討したい。
そして、国全体の知識生産システムの変容に与えるベンチャー企業の役割を、欧米諸国との
比較においてさぐる構想を持っている。
５．論文公表等の研究活動
[1]「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」NISTEP REPORT No. 61として1999
年5月公刊。[2]「ベンチャービジネス：日本の課題」Policy Study No. 2 (1999年5月)[3]「新ビ
ジネスモデルによる日本企業の強さの変革」Policy Study No. 3(1999年5月)
政策形成・研究開発実施過程における産学官のインタラクションに関する研究
（科学技術振興調整費流動促進研究制度）
伊地知寛博、榊原清則、平澤 霎、富澤宏之、藤垣裕子
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、科学技術政策の形成・執行過程および研究開発の実施過程における産業界と政
府・公的研究機関・高等教育機関とのインタラクションについて、我が国にとって将来的に有
効になると思われるシステムに関する含意を得ることを目的とする。
２．研究課題の概要
本研究は、政策形成・執行過程におけるインタラクションに関する、主としてマクロ・レベルの
調査研究と、研究開発の実施過程における、主としてミクロ・レベルの研究から構成される。前
者では、主要諸外国で実施されているインタラクションのシステムを、既存文献・資料等の調
査のみならず、代表的な組織・機関等でのインタビューを通して実態の情報を収集し、比較分
析を行う。あわせて、日本の現状とも対比させる。後者では、産学官の連携による研究開発の
事例を取り上げ、特許・学術文献等の知的成果物に関するデータを収集し、これらを用いて、
その形成動向を構造化して表現して分析する方法論等を援用して個人レベルでの研究開発
組織過程を明確にするとともに、データのより詳細な整理・分析や、分析対象の研究者・技術
者および関係者へのインタビューを通じて、その実態を明らかにする。
３．得られた成果・残された課題
本年度は、マクロ・レベルについては、現在、政策形成過程において産学官のインタラクショ
ン・システムに関して先導的・特徴的な取り組みを行っている諸外国を対象として、資料・文献
等の収集を行い比較分析を進めてきた。とくに、産学間インタラクションにおける制度的側面
の一つとして利益相反に着目して、近年産学連携に熱心なイギリスでの現状について分析し
た。そしてこの分析を踏まえて同様に産学連携が促進されている日本においても、この利益
相反の概念を定着させていくことが重要であることが示唆された。また、ミクロ・レベルについ
ては、公開されている特許データベース等を利用して、そこからのデータを総合して詳細に分
析することにより、研究室の運営や知的財産権の取り扱いも含めた、研究開発実施局面での
産学間のインタラクションの実態を、かなりの程度、把握し得ることを示した。今後も事例分析
を積み重ねて、権利帰属関係や関係者が複雑に入り組んだ対象である産学間インタラクショ
ンに関して、さらにその分析の頑健性を確保していくことが課題であろう。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
[1] 伊地知寛博 先導的研究者による産学間インタラクション −特許・学術文献データベースを
用いた分析−, 研究・技術計画学会第14回年次学術大会講演要旨集, pp. 320-326, 1999.
企業経営・技術戦略の変遷に関する研究
榊原清則、上田尚郎
１． 調査研究の目的及び性格
２０世紀において日本の社会経済の中心を担ってきた民間企業の経営と研究開発活動を総
括し、２１世紀に向けた科学技術政策の展望を得ることを主な目的としている。
２． 研究課題の概要
２０世紀の経済発展の中心を担ってきた日本を代表する民間企業の各々の変遷を明らかに
し、企業経営の主たる成功要因を時代背景と共に整理し、取りまとめることは、将来の科学技
術政策を考えるうえで重要な課題である。本研究では、長らく経営トップを努めた企業経営者
自身による講話をベースにしてこれまでの日本企業が培った企業経営と技術戦略について
の分析を行う。また、この結果から将来の日本企業が進むべき方向性、将来の社会展望を踏
まえた科学技術政策のあり方を探ることとする。
３． 得られた成果・残された課題
1) 「企業経営・技術戦略の変遷に関する研究会」を当研究所内に設置（研究会委員：１２
名）。
2) 平成１１年度は以下の方々を講師として招聘し、研究会を開催。
・ 第１回：富士通  山本名誉会長
・ 第２回：ＮＥＣ 関本取締役相談役
・ 第３回：日立製作所 三田勝茂相談役
・ 第４回：フューチャーシステムコンサルティング  金丸恭文社長
４． 特記事項
特になし。
５． 論文公表等の研究活動
特になし。今後、それぞれの講師による講演録及び質疑応答の概要を「研究会講演録」として
とりまとめる予定。
（２）第２研究グループ
海外主要国の科学技術政策の形成過程と科学技術戦略に関する研究
平澤 冷、富澤宏之、藤垣裕子
武内信雄、数田幸司、劉 海波
伊地知隆博
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、我が国の科学技術政策システムにおける弱点の克服を図るために、諸外国で有
効に機能している制度や運営の仕方について実態的な調査を行うとともに、各国における科
学技術政策システムの改革の動向を探り、科学技術政策の新しいコンセプトを明らかにする
ことを目的としている。特に、従来、我が国の科学技術政策システムは戦略的政策の形成機
能、および社会一般からの要請を政策形成に反映させるメカニズムが弱かったため、これら
の弱点の克服を図る際の参考となるような研究成果を得ることを目指している。
２．研究課題の概要
前年度までに調査対象とした米国、イギリス、ドイツ、フランス、スウェーデン、オランダ、ＥＵに
加えて、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、中国、韓国の科学技術政策システムに関
して実態的な調査を行い、比較・分析を行った。その際には、科学技術政策形成の過程やそ
の組織原理にまで踏み込んで分析し、さらには各国がその政策の基礎としている現状認識
や将来展望にも注目して調査・分析を行った。具体的には、下記の点を中心に調査を行っ
た。
・科学技術関連政策全体を一元的に統合するためのメカニズム。
・戦略的科学技術関連政策形成を担う組織と運営の仕方。
・複数の省庁間で、科学技術関連政策の分担を決める基準や組織、運営方策。
・基礎的研究分野の分野間のバランスや重点分野の策定の扱い方。
・上記の課題の運営を担う人材の育成・集積メカニズム。
・市民、生活者、社会一般からの科学技術に対する要請を政策形成に反映させるメカニズム。
・議会や各種外部支援体制など、行政組織以外の科学技術推進システムの実態。
３．得られた成果と残された課題
主要国の政策策定・実施システムについて実態面で比較するとともに、戦略的な科学技術政
策の策定・実施の理論的モデルを構成し、それに基づいて比較することにより各国システム
の原理的特徴を明らかにした。我が国の科学技術行政体制に参考にすべき点として、以下の
ような調査結果を得た。
(1) 意思決定者に対する補佐機能と情報集約機能の充実米国等では、科学技術政策に関し
て、国家レベルの意思決定者に対する補佐機能や情報集約機能を重視し、そのための仕組
みを整えている。
(2) 戦略形成のための行政機関内外の支援体制の充実米国には、STPIやCRSのような調査・
分析を担う専属の支援機関のほか、アカデミー、学会、シンクタンク等が多様な支援機能を提
供している。
(3) 政策立案を担うテクノクラートや専門的アドバイザーの養成米国では学会から行政機関や
議会に人材を派遣するフェローシップ制度やアドバイザーの集積を助けるグランド等が充実し
ている。
(4) 行政組織と研究組織の中間に位置する組織（政策執行中間機構）の充実独国のDFG、プ
ロジェクト・エイジェンシー、マックスプランク研究協会のような、行政と研究現場の円滑な開発
を維持するために、固有の政策執行機能をもった多様な組織が欧州諸国では発達している。
(5) 多元的チェック体制と循環的評価制度の充実米国では、議会、行政、アカデミー相互間、
さらには議会内部、行政内部の各レベルで相互チェックが行われ多元的な意思決定システム
が実現している。また、欧州諸国では、社会を構成する各界からの代表者から成るパネルが
同様の機能を担い、政策の客観性の向上及び多様な意見の反映に効果を発揮している。そ
して、このような体制のもとで、米国のGPRAのような事後の業績評価を中心とした循環型の
評価システムに移行してきている。
(6) 科学技術政策の範囲の拡大および関連諸政策との連携の進展世界のいくつかの国にお
いては、自然科学分野の研究開発振興策を中心とする従来の科学技術政策から、科学技術
政策を様々な社会・経済目的に向けた諸政策やイノベーション政策のなかに位置づけ、政策
対象を見直す動きが見られる。さらには、知識基盤社会へ向けて科学技術政策という枠組み
自体を見直し、新知識創造を核とした枠組みを模索する動きが一部の国で見られる。
一方、今後の課題としては、行政組織以外の科学技術推進システムの実態について、より詳
細な調査が必要であり、また、行政組織についても、各国の改革や変化を常時、把握分析し
ていくために継続的な観測システムを整備する必要がある。さらに、政策形成システムの他
に、それを運用するアクター（人）、運用すべき内容（コンテンツ）、運営システムについて分析
を深める必要がある
４．特記事項
海外主要国の科学技術政策に関する調査は、従来から行われているが、本調査では、単に
基礎的情報の収集にとどまらず、科学技術政策形成の過程やその組織原理にまで踏み込み
分析する点に特徴がある。
５．論文発表等の研究活動
[1] 平澤 霎，富澤宏之，伊地知隆博，「NIS（ナショナル・イノベーション・システム）の概念整理
と戦略形成への適用」，研究・技術計画学会，第14回年次学術大会講演要旨集，pp.243-248
(1999)
科学技術の形成過程における評価に関する研究
平澤 冷、武内信雄、数田幸司
韓 亨浩、富澤宏之、藤垣裕子
伊地知隆博
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、研究開発活動の主要要素である機関、課題、人材の評価に関する理論的研究並
びに国内及び海外の研究評価状況の実態把握を目的とするとともに、さらに広い視点に立
ち、評価を意思決定・政策策定の重要要素と位置づけ、国の科学技術政策を形成する過程に
おける評価についての実態と原理的基礎の理解を深めることを目的としている。
２．研究課題の概要
近年、我が国では研究開発活動の活性化，質的向上のために研究開発に関する組織、課
題、人材の評価の実施が急速に進められているが、欧米等に比較して、経験の蓄積が少な
く、
また、日本に適した評価手法や評価結果の活用方法を確立する試みが充分でない。そのた
め、欧米における評価の実態調査を行い、また、企業や民間研究開発機関における最近の
研究開発マネジメント動向を調査し、それらの手法を公的機関に適用する際の考察を行う。さ
らには、評価プロセスや評価結果と研究開発システムの向上や政策策定との連携について、
実態調査と理論的検討を行う。
３．得られた成果・残された課題
海外主要国における公的機関（内閣、省庁、研究所、助成制度を含む）の政策形成過程を含
めた評価に係る組織、制度、体制、運用について文献調査及び現地調査を行い、その実態を
明らかにした。また、評価の原理的アプローチとして、人間活動に主眼をおいたシステム論、
組織論等を基本とした評価論を構築し、評価と意思決定や政策策定との関係を理論化した。
４．特記事項
本課題の実施に際しては、定期的な研究会の開催などを通じて、科学技術政策に関わる複
数の省庁の関係部局と密接な情報交換・意見交換を行い、研究成果が実際の政策策定等に
反映されるよう努めた。
５.論文公表等の研究活動
[1] Hirasawa, R, "Evaluation of Publicly-Funded R&D: Basic Issues and Trends in
Management, The International Workshop on Evaluation Systems for Government-funded
R&D Projects and Programs", Tokyo, Japan, March 5, 1999
企業環境とイノベーションプロセスの変化に関する調査研究
平澤 冷、中谷 元、須藤剛志
１．調査研究の目的及び性格
経済活動のグローバル化や情報技術の進展など、企業をとりまく環境の変化に対応するため
の技術経営が重要性を増している。我国の製造業は生産性の効率化を進めることで、競争力
を保持してきた。しかしながら、今日においては国際化や情報化といった環境変化に対応す
るため、イノベーションプロセスが急速に変化してきており、技術経営戦略の見直しを図る必
要が生じている。本調査研究の目的は、国レベルでのイノベーションの変化を比較分析する
ことにより、企業経営の現状と課題を明らかにすることである。
２．研究課題の概要
米国マサチューセッツ工科大学（MIT）、独国フラウンフォーファ協会システム・イノベーション
研究所（ISI）との共同プロジェクトで行われており、研究開発投資額の大きな企業に対するア
ンケート調査による技術経営の変化の分析を実施する。アンケート調査に関してはMITが米
国企業、ISIが欧州企業、政策研が日本企業に対してそれぞれアンケート送付から集計までを
受け持ち、最終的に3所のデータベースを統合し、分析を行う。
３．得られた成果・残された課題
年間研究開発投資額1億ドル以上の企業に対するアンケート調査を日、米、欧において行
い、回答集計およびデータ分析を実施した。回答企業数（回答率）は、日本98社（78％）、米国
58社（32％）、欧州53社（40％）であった。
分析結果のうち特徴的な内容は次の通りである。 Ｒ＆Ｄ人員の技術分野別比率はこの５年
間で日本では余り変化していないが、欧米では一部技術分野で大幅に変動している。欧米
では情報通信関連がこの５年間で倍増、米国ではバイオ関連が倍増。 企業の研究所組織
は日本では技術分野別に分かれている場合が多いが、欧米では製品／市場別編成やプロ
ジェクト編成が多く、特に欧州ではこの傾向が強まっている。 欧米では技術・製品・企業の
買収や他企業とのジョイベン等の手法によりこの５年間で大幅に開発期間を短縮している企
業が多い。 開発において欧米企業はプロジェクト管理手法と上流での設計技術を得意と
し、日本企業は製造技術を得意とする。 海外でのＲ＆Ｄ活動は日本企業も年々その比率を
高めているが欧米に比べると比率が低く、約１５年遅れている。
４．特記事項
本調査研究で得られたアンケート調査結果は会社名を匿名としてデータベース化され、日米
欧の３所で共有されている。
５．論文発表等の研究活動
特になし。
ニーズ指向型政策経営のあり方 —ITSを事例として—
平澤 冷、桑原 裕、数田幸司
１．調査研究の目的及び性格
本調査研究は、ニーズ指向型研究開発について、研究開発の方向性と政策目標として期待
する成果とがかけ離れた方向に至らないような政策形成メカニズムを検討し、社会ニーズや
技術の受容者の要求に根差した政策経営のあり方を考えることを目的とする。
２．研究課題の概要
科学技術における知的生産の原理は、通常、パラダイムを遵守する立場から学問分野(ディシ
プリン)の内向的な動因に支配されることが多い。それに対して公共政策がめざすものは、科
学技術の研究それ自体であることは稀であり、多くは何らかの形で技術の受容者の要求に根
差したものである。公的資金に基づく研究開発は、その成果が科学技術の枠内であることを
目的とするシーズ指向型の研究の他は、大部分が目的の明確さにもよるが、ニーズ指向型と
言える。このニーズ指向型における研究開発の場合、研究を研究者のオートノミーに委ね、そ
の知的生産の原理が支配する方向に研究が進められていくと、政策目標が期待する成果と
は当然異なる結果に至ることになる。そこで、この両者の乖離を避ける何らかの手段が必要と
なる。これが公共技術経営の課題であると考える。一般には、政策目標への誘導を刺激する
環境や装置(例えば評価制度)を設置することになるが、政策目標の妥当性がシーズ側からも
検討される必要があり、一方的な誘導メカニズムを想定するだけでは不十分である。
そこで、本調査研究では、公共技術経営の中でも特にニーズ指向性の強い研究開発課題を
対象とした場合の政策経営のあり方について具体的に検討し、その体系的な枠組みを明確
にすることを目的とする。
３．得られた成果・残された課題
・現在、ニーズ指向型のケースとして、ＩＴＳを事例に情報収集を実施。（米国・欧州・日本の
ITS関係者に対してインタビューを実施）
・この後、社会ニーズや技術の受容者を考慮した政策経営（体制・運営）のあり方について、
基本概念の構築を図り、具体的な分析を進める。
４．特記事項
・ニーズ指向性の強い研究開発課題において、社会ニーズや技術の受容者の要求を考慮し
た政策形成メカニズムを検討していく点
５．論文公表等の研究活動
特になし。
我が国のライフサイエンス分野における数量的分析 〜政策変遷、予算および論文生産の時間的推
移をめぐって〜
渡部康一、藤垣裕子
１．調査研究の目的及び性格
我が国の科学技術分野において、評価の取り組みが、今後活発化してくることが予想される
が、そこでは、入出力の観点で研究開発活動の効率性等の分析が重要になろう。本研究で
は、入力としての研究費と出力としての論文生産に焦点を当てて、その経年推移および相互
関係から、我が国の研究開発の実態に迫った。また、対象分野として、現在我が国の研究開
発における重要分野であるライフサイエンス研究に着目し、そのパフォーマンスの国際的な
位置、他分野との優位性等について、時間的な流れの中で、特徴を描き出すことを試みた。
２．研究課題の概要
研究開発全般における入出力（予算に対する論文数および論文シェア）の国際比較、日本の
ライフサイエンス分野のパフォーマンス分析の２つが研究課題である。後者のライフサイエン
ス分野の分析では、１）政策の変遷と研究投資、２）論文シェアの変遷、３）我が国のライフサイ
エンス関連分野での入出力比較、の３つの角度から分析した。
３．得られた成果・残された課題
自然科学全分野について、国の研究開発支出に対する論文生産の国別シェアを、年を追っ
てプロットして分析した。多くの国で研究費が伸び悩む中、日本では大きく増大してきている
状況が分かる。また、研究費の伸びに対する論文シェアの伸びの点では、オランダ、イタリ
ア、ベルギーといった比較的研究開発支出の少ない国で著しく、一方、日本では、さほど効
率的ではない状況が読みとれた。
ライフサイエンス分野に限った分析では、１９７０年代から９９年まで、ライフサイエンスに関す
る政策の変遷を追うために、政策大綱、科学技術会議の答申、および学術審議会、厚生科学
会議などの動向を調査し、政策の変遷と執行レベルの変遷の概表を得た。さらに、研究投資
の変遷も調査した。ライフサイエンス分野の論文生産では、日本は着実にシェアを拡大してき
ており、特にがん研究など急成長分野がある。我が国の研究開発全般の中でライフサイエン
ス研究は、論文生産においてまだ優位であるとは言えないが、国際的にはそのシェアを着実
に伸ばしつつある。さらに分野によっては、がん研究に見られるように、振興施策による研究
投資に後押しされた形で、パフォーマンスの著しい分野も見られることが示唆された。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表などの研究活動
[1] 渡部康一、藤垣裕子、我が国のライフサイエンス分野における数量的分析 〜政策変遷、
予算および論文生産の時間的推移をめぐって〜、POLICY STUDY、No.4、1999年6月
科学技術政策コンセプトの進化プロセスに関する研究
藤垣裕子、永田晃也（北陸先端科学技術大学院大学）
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、科学技術政策の歴史を政策コンセプトの進化プロセスと捉えて分析することを目
的としている。
２．研究課題の概要
多様なステークホルダーの利害の調整を経て政策シナリオの設定が行われる公共政策の立
案プロセスは、諸個人の認知、パースペクティブなどを他者と共有可能な概念（コンセプト）と
して表出する「コンセプト創造」のプロセスとして捉えることができる。たとえばCOE、研究組織
の流動性（フレキシビリティ）、あるいは研究アカウンタビリティ論など、その年度、あるいは時
代ごとにキーコンセプトとして現れる概念は、そのままその年度や時代に必要とされる政策の
ありかたをうまく反映し、またそれゆえに多様な利害の調整に役だっていると考えられる。本
研究の目的は、明文化される政策コンセプトの時系列変化を捉え、科学技術政策の歴史を政
策コンセプトのダイナミックな進化のプロセスとして捉える視点から検討することである。政策
コンセプトがどのように生成され、正当化、普及、定着の過程を辿るのかを調べ、新しい政策
コンセプトが生成されるための条件を抽出し、今後の政策立案におけるコンセプト生成に寄与
することを目的とする。
３．得られた成果・残された課題
まず科学技術会議の過去の全答申（1960年の第１号答申から1996年の第２３号答申まで、３
６年分）のデータベース化を行い、これを用いて語の頻度分析、共語分析（関連性尺度および
共出現マトリクスに対する因子分析）を行った。その結果、新しいコンセプトの創出、例えば
COE、産学連携、地域科学技術などの出現を時系列的に追うことができた。これは、当時の
公共ニーズと国際トレンド（海外からの要求、日米関係）を反映している。また各答申における
語の出現頻度ランキングの動向による政策イシューの変化を追跡した。さらに共語分析に
よって、基本的な政策コンセプトの変化を追った。たとえば「基礎研究」という語は第１号答申
(1960)においては「応用研究」という語とともに語られるのに対し、第１１号答申(1984)では「社
会的ニーズ」という語とともに語られ、第２３号答申(1996)では「経済的ニーズ」という語ととも
に語られる。各期の社会政治的付置（たとえば大学と国研の関係など）の動きが共語マトリク
スに反映され、各期のコンセプトの変化（基礎研究概念、科学技術という概念の変化）が語頻
度、共語関連性尺度に反映されていることが示唆された。これらの結果をもとに、政策語をめ
ぐる言語表出と政策行為の関係について吟味した。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表などの研究活動
[1] 藤垣裕子、永田晃也、科学技術政策コンセプトの進化プロセス：科学計量的アプローチに
よるダイナミクスの分析、POLICY STUDY NO.5(2000年3月)
科学技術活動の定量分析の体系化に関する基礎的研究
富澤宏之
１．調査研究の目的及び性格
科学技術活動に関する諸データの定量的分析は、科学技術政策研究や科学社会学の経験
的・実証的研究において、あるいは科学技術政策の立案においても欠かせないものとなって
いる。しかし、その基礎となる概念や理論が充分に確立されておらず、しばしば分析結果につ
いての誤解や不適切な利用が見られる。そのため、本研究は、このような分析とその利用に
関わる諸概念を体系的に整理し、また基盤データの性質や分析手法を構築することを目的と
している。
２．研究課題の概要
科学技術指標に関する基礎諸概念や理論的基盤について、経済学、社会学等の社会科学
や心理学における測定論などを参考にして理論的検討を行った。特に、科学技術指標の体
系化に対するシステム論的アプローチの適用を中心に検討を進めた。また、知識重視社会
（Knowledge-based-society）の到来に伴いますます重要となっているイノベーションの実態と
その競争力の決定要因を把握するために、イノベーション競争力の測定システムをいかに構
築するかを検討した。
科学技術指標の作成・利用の実態を理解するために、科学技術における様々な意思決定に
おける指標の機能に焦点をあてた分析を行った。
データの性質等に関しては、科学文献や特許のデータベースの収録内容・データ構造を調
べ、抽出可能な定量データを検討する一方で、科学技術政策研究や科学社会学における重
要性の観点から検討した。また、実際にデータを加工して、科学技術政策策定の資料となる
指標を作成した。
３．得られた成果・残された課題
指標の基礎に関しては、指標のインターフェイス機能に着目した理論構築を行い、意思決定
における指標の機能や問題点を明確化した。その応用として、イノベーション競争力の測定シ
ステムを構築するためのアプローチを提示した。
科学技術指標の作成・利用の実態の分析からは、技術とそれが依拠する科学知識との連携
を示す指標（サイエンスリンケージ指標）等の作成・分析を行い、また政策立案の資料として
関係部局に提出し、その有効性を確認した。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
[1] Hiroyuki Tomizawa, "A theory of indicators as interfaces", Society for Social Studies of
Science, Annual Meeting 1999, San Diego, California, USA, October 26, 1999.
[2] Hiroyuki Tomizawa, "Measurement System for Innovation Competitiveness", The First
Japan-Korea Science and Technology Forum, Seoul, Korea, November 24, 1999.
生活領域に浸透する科学技術と社会規範との相関に関する研究
綾野博之
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、以下の問題意識を中心にして、特定の科学技術の社会的側面について明確化す
ることを目的とする。
科学技術の生活領域への浸透および情報技術の発達によって，科学技術と社会との相互関
係が大きく変わってきている．生産技術の高度な発展は，生活領域における科学技術の浸透
と発達を促し，一方で，パーソナル化された科学技術としてわれわれのごく身近に存在して
いる．現在の個人ベースで使われる科学技術は同時に，個人や組織の倫理や信念との関係
を相互に社会的に新たな形で調整するという課題を提起する性格を持つ．個人ベース（ある
いは家族ベース）で使われる科学技術は，社会的な枠組みの整備を行って初めて，その効率
的で「適切な」発達が促進されるという社会的な性格を合わせ持つ傾向が強く，それらの科学
技術を企業活動や個人・家族生活に組み込む社会的な選択や方向付けと切り離して論じるこ
とができないような形で存在することが多い．
本研究は，特に生活領域に浸透してくる科学技術に絞り込んで，科学技術と社会との境界面
の変化について整理しながら，特定の科学技術を利用する際に生じてくる社会的な規範に関
わる問題の特性について明らかにしていく．科学技術の対象としては、とくに遺伝子治療を選
んだ。
２．研究課題の概要
遺伝子治療に関わる社会的・倫理的諸問題の現状をできるだけ簡明な形で整理し、その技
術的現状、専門家集団・政府による対応の現状とともに、指摘される社会的・制度的な課題な
どについて情報提供に資するようまとめる。
１） 遺伝子治療実施に当たっての社会的・制度的な課題の整理
２） 遺伝子治療臨床研究の日米の研究現状（簡略なサーベイ）
３） 生殖細胞遺伝子治療の実施までに至る諸段階の考察
現在の医療技術と遺伝子操作技術の急速な発展は目覚ましいものがあり、重要な社会的な
インパクトを与える技術として遺伝子治療はとくに注目に値する。これから日本社会は高齢化
社会／少子社会へと向かう傾向にあり、医療の高度化は、治療医学から予防医学という性格
を強く持つ可能性が高い。生殖系列細胞を含む遺伝子治療の実施までの社会的過程につい
て考察することは、科学技術の社会的なインパクトを見積もり、調整する一つの段階として必
要な作業と見られる。
遺伝子治療臨床研究の現状と共に、先端的な科学技術の研究実施者、間接的な位置にある
生命倫理研究者、一般市民等、広く多様な社会的な意見を収集し、できるだけ簡明な形でま
とめることによって、社会的な意志決定にかかわる諸問題を整理した一資料として役立つこと
を目指す。
本年度は、これまでの研究成果をまとめ、今後の状況を見すえた検討課題を明確化してい
く。
３．得られた成果・残された課題
昨年１０月には、アメリカの４Sで報告を行った。１９９８年３月までに行われた「遺伝子治療に
関するコンセンサス会議」の分析をとおして、日本の人々の生命倫理にかかわる議論・意識の
特徴を紹介するとともに、コンセンサス会議を認知論的に考察した。この発表は、科学技術と
社会の考察で広く知られる社会認識論を主導する英国ワーウィック大学Steve Fuller 教授な
どより高い評価を得た。
今後はこれらの成果をまとめていきたい。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
[1] AYANO Hiroyuki, "Consensus Conference on Gene Therapy in Japan, and
Understanding Advanced Technologies", Society for the Social Studies of Science Annual
Meeting, at University of Arizona, San Diego, USA, October 27-30, 1999
（３）第１調査研究グループ
創造的研究者・技術者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方
—科学技術人材の流動化促進に係わる調査研究 —
和田幸男、木村 良
１．調査研究の目的及び性格
本調査研究は、創造的な科学技術人材の育成・確保および研究者等の研究ライフサイクルの
確立を目指した人材流動化促進に係わるものである。産学官の研究機関における機関内部
の異動も含めた研究者等の人材流動に係わるニーズおよび実態、諸課題を、研究機関側と
そこで働く研究者等の両面から調査研究し、細部に亘った現状把握と流動化促進のための
政策提言することを目的とする。
２．研究課題の概要
本調査研究では、人材流動を一部の先端的な研究部門だけに焦点をあてて考えるのではな
く産学官全体の問題として、また支援者・補助者も含めた研究者等の多様な研究活動生涯
（ライフサイクル）の上から捉える必要があると考える。そのため本調査研究で実施する主要
な点は、今後の流動化促進環境下における研究者等の望ましい研究活動ライフサイクルに
係わる流動視点を検討する。さらに、これらの流動視点における産学官の研究者等の流動現
状を把握・考察し、望ましい人材流動促進に係わる今後のあり方について提言する。そのた
めのアンケート調査と一部ヒアリング調査を行う。
３．得られた成果・残された課題
得られた研究成果：
・研究者人材の流動促進環境下における研究活動ライフサイクルの１１の流動視点を検討し
た。
・産学官の研究機関の機関側および研究者・技術者等側からの回答による、これまでにあま
り報告例がない１１の流動視点に関連する細部に亘った実態把握をすることができた。
・これらにより、各流動視点における流動の現状と今後の流動傾向およびそれらに係わる流
動促進のための提言を幅広く行うことができた。
・産学官の流動関連の全体を鳥瞰した総合的な流動促進に係わる考察と提言を行うことがで
きた。
・産学官の研究機関をその性格上６つの機関群に分類解析し、各群の人材流動結果の特性
を捉え考察し、流動化促進に係わる提言を行うことができた。
４．特記事項
特になし
５．論文公表等の研究活動
報告書完成後、論文投稿する予定である。
科学技術活動に係わるコーディネート機能・人材に関する調査研究
前澤祐一
１．調査研究の目的及び性格
今日の科学技術研究・開発状況下、研究者・技術者の育成、その能力を発揮させるための条
件の整備もさることながら、総合的な科学技術力を高めていくためには、研究開発戦略の策
定、研究成果の適切な移転・事業化等のコーディネート機能を一層充実させるとともに、この
機能を担うコーディネート人材を育成・確保することが不可欠となっている。特に、今日、研究
開発の推進においても“選択、集中、スピード”の考え方が求められており、新しいタイプの
コーディネート機能・人材に対する期待が大きくなっている。
２．研究課題の概要
これまで、科学技術人材に関し研究者・技術者の育成・確保については、多くの調査研究が
行われてきたが、コーディネート機能の重要性が正当に認識されているとはいえず、コーディ
ネート機能・人材に焦点を当てた調査研究はほとんど実施されていない状況にある。このた
め、インタビュー調査、質問票調査等によりコーディネート機能・人材の現状、課題、今後の方
向性を明らかにし、今後の産学官連携に係る施策、科学技術人材等に関する施策の立案等
に資する。
３．得られた成果・残された課題
幅広い文献調査を行うとともに、大学共同研究センター、企業研究機関、地域研究機関、国
立試験研究機関、特殊法人にインタビュー調査を実施した。その結果、各種文献および各機
関からの資料等の検討により、これから最も求められるコーディネート機能について、大学、
公的研究機関および民間企業と分類して考察できた。アンケート調査およびインタビュー調査
から、各機関におけるコーディネート機能等の現状（重要性、マネイジメントの手法、コーディ
ネート機能に関する組織および研究開発事項等）について、現状把握することができ、更にこ
れらの結果を基に今後のあり方を考察することができた。具体的には、コーディネイト機能の
強化、人材の育成・確保のため今後のとるべき方向性として、・集団的創造性を高めるた
め“協創”的協力関係の構築へ、・公的研究機関におけるコーディネート機能強化等の７つの
観点から基本的なあり方を論究することができた。
４．特記事項
本資料は、下記の報告書に基づき同調査研究グループの和田が代筆した。
５．論文公表等の研究活動
[1] DISCUSSION PAPER No. 12「科学技術活動に係わるコーディネート機能・人材に関する
調査研究]、平成１１年８月
これからの研究開発と人材養成等の諸政策の連携・統合に関する調査研究
木村 良、平澤 冷、富沢宏之、藤垣祐子、前澤祐一、和田幸男、中田哲也、佐野亮子
１．調査研究目的及び性格
行政改革の一環として、2001年に文部省と科学技術庁が統合される。両省庁の政策研究機
関にあたる国立教育研究所と科学技術政策研究所は、そのため、これまで以上に緊密な協
力関係を構築することが求められる。このことから、具体的な方策の一つとして本共同研究
は、学術・教育政策と科学技術政策等の政策形成と行政のあり方および人材教育・育成のあ
り方等を連携・統合し総合的に検討しようとするものである。
２．研究課題の概要
前年度、共同研究実施に当たっての予備的会合をもち、相互の研究機関におけるこれまで
の研究活動の紹介を行いながら、今後の共同研究内容等の検討を行った。その結果、表題
にあるような共同研究テーマのもと、以下に示すサブ共同研究テーマを定め、平成１１年４月
から共同研究を実施することになった。サブ共同研究テーマは、（１）学術政策、科学技術政
策および教育政策の総合的な政策形成と行政のあり方、（２）高等教育における人材養成の
あり方等、（３）産学官の協調による研究開発推進の条件、（４）科学教育、科学技術理解増進
の４テーマである。
３．得られた成果・残された課題
共同研究の会合は、全共同研究者による全体会合とサブテーマごとの個別会合に分類して
開催され、その内全体会合は、平成１１年４月から１２年２月まで７回開催された。本年度の研
究活動は、各サブテーマについて相互の議論・検討による研究成果を創出するところまでに
は至らず、各回ごとの研究実施状況等の報告、関連研究成果報告および関連海外出張報告
等がなされ、議論・協議したところまでとなった。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
これらの共同研究活動を踏まえ両研究所は、独自に共同研究成果を適宜報告書として報告
することになる。科学技術政策研究所では、これまでの共同研究会合において政策研側で発
表した本共同研究関連の資料をとりまとめ、更にこれまでの共同研究活動の総括を行った内
容の報告書を平成１２年度の前半に報告書としてまとめる予定である。
科学技術人材の需給に関する調査研究
中田哲也
１．調査研究の目的及び性格
今後の我が国における科学技術活動を担う人材の安定的に確保していくためには、将来、必
要とされる研究者の需要を予測し、その上で、その人材を供給していくための方策を検討して
いくことが重要であるとの考える。このことから本調査研究は、先行研究の手法を踏襲して将
来の研究者数の予測（需要の推計）を試みるとともに、このような予測手法の限界及び将来の
課題について考察することを目的とする。
２．研究課題の概要
最近、科学技術を巡る状況が大きく変化する中で、特にソフトウェア技術の比重の増大、バイ
オテクノロジーの発展に対する期待の高まり、従来のディシプリンにはない新たな領域の出
現等の動きが顕著となっている。しかしながら、科学技術人材の需給のバランスが、このよう
な状況に十分対応しているとは言い難い。このため、本調査研究においては、科学技術人材
の量的・質的需給に関し、主要分野ごとに、現状、課題、今後の方向性を明らかにし、今後の
科学技術政策の企画・立案に資することとする。
３．得られた成果・残された課題
会社等及び研究機関と大学等の２つに分けてそれぞれの将来の研究者数を推計・分析した。
また、本調査研究の結果、研究者の需要推計において基本的課題があることが明らかとなっ
た。今後、これらの課題を解決することが研究者数の将来予測をする上で重要である。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究課題
[1] Discussion Paper No.13「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」 (1999.10)
第４版科学技術指標に関する調査研究
第４版科学技術指標プロジェクトチーム
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、多様かつ複雑な科学技術活動を定量的データに基づき、総合的・体系的に分析・
評価することで、世界における日本の科学技術の水準を明確にし、今後の科学技術政策の
企画・立案に資することを目標とする。
２．研究課題の概要
科学技術指標については平成３年度に最初の報告書を作成して以来、ほぼ３年ごとに改訂
を行ってきており、本年度、所内に第４版科学技術指標プロジェクトチームを設置し、第４版科
学技術指標を作成した。
３．得られた成果・残された課題
国際比較や時系列などのより詳しい情報の充実等機関評価委員会における指摘や、科学技
術指標に対するニーズ等を念頭に置き、第４版科学技術指標を作成した。本版では、従来の
現状報告型や国際化などの状況を判定する判定型から、政策の効果を評価する政策評価型
に近づけるよう、個々の指標の見直しを行った。例えば、適切な議論を行うための指標や国際
比較による日本の科学技術の問題点や弱点を示す指標等を提示するなどの充実を図った。
また、科学技術の経済・社会への寄与において、付加価値労働生産性と全要素生産性を用
いて科学技術と生産性の向上の関係を示すとともに商品イノベーションに関する指標の開発
を行った。
４．特記事項（研究のオリジナリティ・その他）
多様かつ複雑多岐にわたる科学技術活動を、定量的データに基づき総合的・体系的に分析・
評価する本指標は、国内では当研究所以外で開発しているところはない。また、国外では、
欧米や一部の開発途上国で取り組まれているが、理論と実証の両面から体系的に取り組ん
でいる点で国際的にもユニークなものといえる。
５．論文公表等の研究活動
科学技術指標プロジェクトチーム「科学技術指標 −日本の科学技術活動の体系的分析」（第４
版）2000年４月刊行予定
（４）第２調査研究グループ
先端科学技術と法的規制
大山真未
１．調査研究の目的及び性格
本調査研究は、科学技術と人間・社会との調和を図るための施策の立案・推進に資することを
目的とし、科学技術（特に生命科学技術）の急速な進展に伴い生ずる倫理的、法的、社会的
な問題の指摘、対応の在り方についての提言を行うことを目指すものである。
２．研究課題の概要
当グループでは、従来から科学技術と人間・社会の関わりについての調査研究を行ってお
り、特に近年、科学技術の進展が社会にもたらす変化をめぐる法的問題を取り上げている。本
年度は、いわゆるヒトゲノム研究とその応用としての遺伝子診断、遺伝子治療等を契機として
生じてくる倫理的、法的、社会的問題について、その概況とこれまでの国際機関、欧米各国、
日本での対応、検討の状況について調査研究を行い、今後の課題と方向性について考察を
行った。
３．得られた成果・残された課題
文献調査、有識者からのインタビュー等により、国際機関による宣言、条約のほか、米国、欧
州（英・独・仏等）各国の国内生命倫理諮問委員会の報告、国内法制、さらに日本でのこれま
での国、学会等による検討、対応状況を概観し、加えて、法学諸分野、倫理学等の社会科学
の関連論文をサーベイし、共通して取り上げられている留意事項、問題点、対応策等を抽出
し、今後のヒトゲノム研究と社会との関わりをめぐり、検討の求められる課題と対応の在り方に
ついて、考察を行った。
今後、引き続き先端的科学技術に関する法的諸問題について、文献調査に加え、法学諸分
野、政策科学等の研究者によるフォーラムを形成するなどのアプローチにより、調査研究を行
う予定。
なお、昨年度の調査研究成果である「先端科学技術と法的規制＜生命科学技術の規制を中
心に＞」POLICY STUDY No.1 (1999.5)については、英訳版を作成しており(2000年4月発表
予定)、今年度の成果についても同様に海外への情報発信を試みたい。
４．特記事項
生命科学技術と法的規制に関する調査研究結果について、1999年12月に、衆議院科学技術
調査室に対して説明を行った。
「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」調査資料No.66 (2000.3)については、2000
年3月６日に、科学技術会議生命倫理委員会ヒトゲノム研究小委員会において、報告を行っ
た。また、平成１１年度科学技術政策基礎調査による「ヒトゲノムの研究開発動向及び取り扱
いに関する調査」（委託調査）に委員として参加し、同調査資料の説明を行った。
５．論文公表等の研究活動
[1] 國谷 実、大山真未「先端科学技術と法的規制（生命科学技術の規制を中心に）」，第14回
研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨集399-404 (1999)
[2] 大山真未「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」調査資料No.66 (2000.3)
1970年代におけるテクノロジー・アセスメント施策についての調査研究
寺川 仁、木場隆夫、平野千博（岩手県立大学）、木村 良
１．調査研究の目的及び性格
本調査は、1970年代の我が国におけるテクノロジー・アセスメントを巡る状況を科学技術庁の
施策を中心に調査し、テクノロジー・アセスメント活動が停滞していった理由を分析することに
より、今後の科学技術と人間社会の調和を目指す政策に向けての基礎的な資料を提供するこ
とを目的とした。
２．調査研究課題の概要
1960年代末から1970年代にかけて、新たな技術開発に当たって事前にその技術がもたらす
影響の多面的評価などを行うテクノロジー・アセスメントの概念が米国から我が国に導入さ
れ、科学技術庁等によって事例研究、普及活動などの取り組みが行われた。
本調査においては、科学技術庁を中心に、科学技術会議、他省庁、そして民間のテクノロ
ジー・アセスメントに関する様々な活動について、文献調査及びインタビューによって、その
経過を整理するとともに、テクノロジー・アセスメント活動が停滞していった理由等を分析し
た。
３．得られた成果・残された課題
1960年代後半にテクノロジー・アセスメントの概念が米国で生まれた状況、我が国に導入され
た状況、1970年代における科学技術庁等の施策、科学技術会議の答申等、環境アセスメント
との関連などについて当時の文献により経過を整理した。
さらに、当時のテクノロジー・アセスメントの定義等、テクノロジー・アセスメント関係の活動が
停滞していった主な理由、当時の我が国におけるテクノロジー・アセスメント活動が果たした
役割について分析を行った。
近年、研究開発によって新たに生み出され社会に適用される科学技術について、大きな期待
だけではなく、人間・社会へのマイナスの影響が懸念されており、研究機関が実施する技術
開発課題の評価などにおいて、これらの経験を生かしていくことが望まれる。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
[1] 寺川仁、木場隆夫、平野千博、木村良「1970年代における科学技術庁を中心としたテクノ
ロジー・アセスメント施策の分析」調査資料No.68(2000.3）
科学技術に関する市民の意見に関する考察 −コンセンサス会議の事例から
木場隆夫
１．調査研究の目的及び性格
本調査研究の目的は、「科学技術と人間社会との調和」をいかに図るかという観点から、科学
技術に関する専門家と市民の知識構造の違いと意見の齟齬という状況を分析し、市民の意見
とはどのような性格のものであるのかを考察しようとするものである。その手だてとして世界各
国に広まりつつあるコンセンサス会議に注目し、1997年度に引き続いて、1999年度にもコンセ
ンサス会議が実験として行われたので、その経過を観察し、その結果の分析を行った。
２．研究課題の概要
コンセンサス会議においては、特定の科学技術のテーマを選定し、それに利害関係のない市
民十数名を選び、「市民パネル」とし、市民パネルの考えた「鍵となる質問」に対応可能な専門
家十数名を「専門家パネル」として、専門家から市民にわかりやすい説明をし、その後、市民
パネルと質疑応答を行う。その後、市民パネルだけで議論を行い、その科学技術についての
意見をまとめる。1997年度の議題は「遺伝子治療」で、1999年度の議題は「高度情報社会−と
くにインターネット」であった。会議のプロセスを分析すると、集まった市民は、専門家からの
話を非常に良く聞き、問題の理解をすることに非常に熱心であった。専門家からの説明に
よって事情を理解し、専門家を信頼するようになる。しかし、それだけではなく、市民の感覚を
もとにした「問題の可視化」をするようになる。何が解決されていない問題であるのかを指摘
するのである。遺伝子治療の場合であれば、インフォームドコンセントの書式が患者の立場か
らみれば不備であるとの指摘があった。高度情報社会でも、インターネットが普及する世の中
になったときに自己情報コントロール権といったプライバシーの保護を図るべきだという意見
や、情報教育が重要であるといった指摘がなされた。
３．得られた成果・残された課題
会議の観察を通じて、市民が真剣に学習し、そして専門家も容易に発言できないような問題
を提示することができることがわかった。科学技術は専門的な事項が多いので、「市民の意
見」といっても、容易に何をもって市民の意見と考えるのかは、難しいことが多い。このような
会議のプロセスを通じて、明らかになる市民の「問題の可視化」こそ、市民の意見として科学
技術政策形成過程に含める意義が高いと考えられる。会議の設定方法については、残され
た課題が多い。議題の選択、事務局の役割、市民パネル、専門家パネルの編成の仕方など、
考慮すべき点である。
４．特記事項
科学技術に関する社会実験及び対話分析的な研究という、新たな研究方式でアプローチを
している。
５．論文公表等の研究活動
学術論文
[1] 木場隆夫,「コンセンサス会議の社会的意義についての考察 −日本とデンマークの比較を
通して」,岩手県立大学総合政策学会『総合政策』,第１巻第２号,(1999),pp.229-240。
学会等での発表
[2] 木場隆夫，「科学技術政策形成における非専門家の役割」，日本公共政策学会 1999年大
会（立命館大学）,1999年6月13日
[3] Kiba Takao 'An Interpretation of the Social Meaning of Consensus Conferences against
Paternalism in the Policy Process' at the workshop of European Participatory Technology
Assessment in Hague,Netherlands, 4-5 October 1999.
２１世紀に向けた宇宙開発政策の在り方に関する研究
岡本信司
１．調査研究の目的及び性格
平成１２年度からの中央省庁等の再編に伴い、宇宙開発委員会をはじめ宇宙開発関係機関
の機能、構成等が大きく変化することとなるため、宇宙開発委員会では宇宙開発政策大綱
（平成８年２月改訂）を平成１２年度中に改訂する予定であるが、今回の改訂に当たっては、２
１世紀に向けた宇宙開発の在り方のみならず、省庁再編後の宇宙開発推進体制、宇宙産業
の展開等宇宙開発における様々な課題を検討していく必要がある。このため、これら改訂作
業等に資するための関連調査研究を実施する。
２．研究課題の概要
（１）「宇宙開発政策における貿易問題に関する考察」
宇宙産業への政府の関与を規制した衛星調達に関する９０年日米合意、ＷＴＯにおける規制
等について調査を実施する。
（２）「宇宙の平和利用に関する考察」
我が国の宇宙開発における平和利用問題（宇宙開発事業団法及び国会決議による規制）に
ついて、これまでの経緯等について調査を実施する。
（３）「省庁再編後の宇宙開発推進体制」
省庁再編後の宇宙開発関係機関の役割、あるべき姿等について調査を実施する。
（４）「宇宙産業の今後の展開」
宇宙開発政策における宇宙産業の在り方、将来の政府・民間の役割等について産業界等の
要望等について調査を実施する。（５）「２１世紀の我が国宇宙開発の技術的課題」宇宙開発
に関する技術動向について、ロケット等輸送系、衛星系、コンポーネント・部品等の個別分野
における我が国の技術水準について調査を実施する。
３．得られた成果・残された課題
「宇宙開発政策における貿易問題に関する考察」及び「宇宙の平和利用に関する考察」に関
する調査を実施した。平成１２年度は、その他の課題について調査を実施する予定。
４．特記事項
これまでこの種の調査研究が行われた事例はない。
５．論文公表等の研究活動
特になし。
科学技術の公衆理解に関する研究
岡本信司
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、「科学技術と人間・社会との調和」をはじめ科学技術の公衆理解に関して、科学技
術一般のみならずライフサイエンス、宇宙開発、マルチメディア等個別分野について、一般国
民をはじめとする意識調査等を実施して、統計的手法等を活用した分析評価を行うことによ
り、公衆理解に関する問題点を抽出し、その結果を踏まえて、科学技術に対する不安、不信
感を払拭するための具体的な理解増進方策に関する政策提言を行い、科学技術に対する理
解の増進を図ることを目的とする。
２．研究課題の概要
（１）研究基盤整備
国内外の研究者ネットワークの構築とデータセンター機能の確立等による研究基盤の整備
（２）国民の科学技術に関する意識調査の実施
１）科学技術一般に関する意識調査
総理府世論調査等の活用及び科学技術の理解度（リテラシー）等に関する一般国民への意
識調査の実施・分析
２）個別分野別意識調査
ライフサイエンス、宇宙開発、マルチメディア等の個別分野に関する一般国民への意識調査
の実施
３）その他
専門家、有識者等への意識調査の実施
（３）科学技術理解増進方策の検討
（２）の意識調査結果を踏まえて具体的な理解増進方策を検討
（４）国際協力及び国際共同研究の実施
国際研究グループとの積極的協力、国際共同研究の実施
３．得られた成果・残された課題
国内外の研究者ネットワークの構築とこれまでに実施された科学技術に関連する国内外の意
識調査等に関する情報収集等の研究基盤整備を行うとともに、平成１２年度に一般国民に対
する科学技術に関する意識調査を実施するための準備を行った。
４．特記事項
これまで当研究所において、「日・米・欧における科学技術に対する社会意識に関する国際
比較調査」をはじめ多くの関連研究を実施してきた経緯あり。 また、研究協力者として参画し
ている文部省科学研究費補助金基盤研究「科学教育システムに関する国際学術調査」（平成
１１〜１３年度）との連携を図る。
５．論文公表等の研究活動
[1] 岡本信司 「科学技術に関する意識調査の実施と分析手法について」2000年４月刊行予
定。
（５）第３調査研究グループ
地域における科学技術資源指標策定に関する調査研究
新舩洋一、森川晴成、柿崎文彦、渡辺俊彦、権田金治（東海大学）
１．調査研究の目的及び性格
本調査は、平成８年度に実施した「地域科学技術指標策定に関する調査」において試みられ
た地域における科学技術革新のための科学技術資源計測手法の精緻化と、現実の地域経済
に対する応用方策等について調査研究するものである。
２．調査研究課題の概要
平成８年度に実施した「地域科学技術指標策定に関する調査」において検討された理論的基
礎を再度検討して発展させるとともに、新しい指標の追加及び適切な指標の検討を行った上
で、それら指標のデータの更新を行う。また、できあがったデータベースをもとにして、より精
度の高い地域特性の分析を行う等指標を利用した解析の精度向上を図る。なお、調査研究
に際しては、関係資料・参考文献の収集のみにとどまらず、都道府県の公設試験研究機関や
研究開発型中小企業へのインタビュー調査の成果も参考とした。
３．得られた成果・残された課題
関係資料・参考文献の収集によって指標の数が増加するとともに、インタビュー調査結果等を
踏まえて交通の利便性等の新しい種類の指標を導入するなどした結果、前回の報告書にくら
べて指標の種類・数ともに豊富になった。
本調査研究の成果については、平成12年度に報告書にまとめ刊行する予定である。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
特になし。
我が国の廃棄物処理の現状と課題
休井正人
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、廃棄物処理問題を文明社会と地球環境の抗争の一つとしてとらえ、その解決のた
めに廃棄物を資源と考え再利用する社会の仕組みを作り上げることを目的として、我が国の
廃棄物処理及び再利用の現状を調査・分析するとともに、諸外国の現状も踏まえた上で今後
の「環境調和型社会」構築への動きをさぐったものである。
２．研究課題の概要
廃棄物を資源と考え再利用する社会の仕組みを構築するために、まずは我が国の廃棄物処
理や廃棄物再利用の現状をまとめることとし、関係資料の収集及び文献調査に努めた。
３．得られた成果・残された課題
現状における廃棄物処理の現状が明らかになるとともに、既に再利用が実現できているも
の、近い将来再利用が可能になると思われるもの、今後再利用のための研究開発が必要な
ものに分類することができた結果、今後どのようなものについて再利用のための研究開発が
必要であるかが明らかになった。
４．特記事項
従来廃棄されていた物を資源と考え再利用するというテーマに焦点を絞り、廃棄物再利用の
現状を様々な分野に渡って網羅的に、かつ詳細に調査研究した本報告書の調査結果は、今
後の循環型経済社会制度の確立や技術開発の推進に向けた研究への貴重な基礎資料とな
ることが期待される。
５． 論文公表等の研究活動
[1] 休井正人「我が国の廃棄物処理の現状と課題」調査資料No.64（1999.12）
我が国製造業の空間移動と地域産業の構造変化に関する研究（業種分類3桁での解析）
休井正人、柿崎文彦、権田金治（東海大学）
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、科学技術と地域経済との関連についての研究が近年重要視されている背景に基
づき、標準産業分類2桁（23業種）のレベルで我が国製造業の立地動態についてその空間移
動特性及び地域産業の構造変化を解析し公表した（「我が国製造業の空間移動と地域産業
の構造変化に関する研究」、NISTEP REPORT No.60）。本研究はこの成果を受け、3桁の業
種分類を用い、産業の立地動態等をより詳細に把握することを目的とした。
２．研究課題の概要
採用した解析手法はNISTEP REPORT No.60にて公表したものと同等である。用いたデータ
は工業統計表産業編1980年〜1994年の15年間で、3桁の産業分類では業種の数が約１６０と
大幅に増加した（2桁分類では23業種）。また、地域区分は都道府県を単位として、事業所規
模別（大事業所及び中小事業所）ごとの産業立地特性指数、地域産業構造転換指数、地域
産業集積係数を、それぞれ事業所数、従業者数、製品出荷額、付加価値生産額について算
出した。
３．得られた成果・残された課題
一般的に規模の大きな事業所ほど立地上の制約を受けるので特定地域への集積が高なり
（産業立地特性指数が大きくなる）、規模が小さくなるほど立地上の制約は少なくなる（産業立
地特性指数が小さくなる）傾向がある。しかしながら、畜産食品製造業、家具製造業、あるい
は2桁分類の輸送用機器製造業では大規模事業所と中小の事業所の立地特性に類似性が
認められ、異なる事業所の密接な事業あるいは取引関係の存在を示すものと考えられる。今
後、地域産業構造転換係数及び地域産業集積係数についても考察を加える予定である。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
[1] 権田金治、休井正人、「産業の立地特性（分散と集積）」、研究技術計画学会第14回年次
学術大会講演要旨集、pp. 308-313.
我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察
中田哲也、権田金治（東海大学）
１．調査研究の目的及び性格
本調査研究は、科学技術と地域経済との関連についての研究が近年重要視されている背景
に基づき、近年における我が国製造業の立地動態に関する解析手法の開発を行いそれを用
いて各都道府県における製造業の立地動態を分析するとともに、新たな産業集積の動きが見
られる地域を発見しその集積の理由等を探ることで、地域における科学技術振興施策の企
画・立案のための基礎理論情報を提供することを目的とする。
２．研究課題の概要
各都道府県のおける各種製造業の業種別事業所数に着目し、それが同一業種の全国事業
所数に占めるシェアの変遷を示す「産業内競争力変化指数」及び同一都道府県内の全製造
業事務所数に占めるシェアの変遷を表す「地域内競争力変化指数」を用いて解析を行い、そ
の時系列的な変化を比較・評価する。
また、この解析の結果、新たな集積の動きが見られる業種については、その集積地域を訪問
し集積の理由を探る。
３．得られた成果・残された課題
解析の結果、青森県や秋田県において衣服等製造業（アパレル）の新たな集積の動きが見ら
れることが判明した。現地調査をした結果、この新たな集積の背景には、県の積極的な企業
誘致策、業界団体の意欲的な取組及び地域におけるリーダーの存在があることが判明した。
４．特記事項
産業内競争力変化指数及び地域内競争力変化指数という新しい指標を開発し、それによる
定量的分析を行った。
５．論文公表等の研究活動
[1] 権田金治、中田哲也「我が国製造業の集積の実態に関する一考察」研究・技術計画学会
第14回年次学術大会講演要旨集314-319（1999）
[2] 中田哲也、権田金治「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考
察」DISCCUSION PAPER NO.15（2000．2）
アジアと欧州の中小企業における国際競争と協力
柿崎文彦、森川春成、権田金治（東海大学）
１．調査研究の目的及び性格
様々なイノベーションが産業、研究機関、大学などの科学技術を担う主体の集合体から生み
出されている。このような集合体は地理的な集積という視点、あるいはそれらがネットワークを
形成していることがしばしばあり、「クラスター」とよばれることがある。こうしたクラスターが企業
の競争力に大きな影響を与えるものとして地域科学技術政策研究の中心的な課題になって
いる。
２．研究課題の概要
本研究は当研究所と英国エジンバラ大学との共同研究として進められているが、エジンバラ
大学側は本共同研究をEC12総局からの受託研究の一環として実施している。英国からは同
大学のほか、オックスフォード大学が参加し、英国以外の国・地域からはイタリア、ギリシア、
イスラエル、韓国、台湾が参加している。共同研究の目標は中小企業の欧州／アジアにおけ
る競争力評価にあり、産業クラスターに着目した中小企業の業態と立地特性の解明にある。
対象としている産業セクターは先端産業、ソフトウェア産業、および伝統産業の代表として繊
維産業が選ばれている。
３．得られた成果・残された課題
共同研究は参加各国が討論のうえ、中小企業の立地関する比較優位に着目したアンケート
調査を実施することで進められた。「研究開発型中小企業の立地条件等に関する研究」で
行ったアンケート調査は本研究と整合するように設計したものである。各国との比較研究が今
後の課題として残されている。
４．特記事項
調査研究の手法は「研究開発型中小企業の立地条件等に関する研究」に示したものと同じで
ある。
５．論文公表等の研究活動
本共同研究に関して1999年11月26日〜28日の期間、エルサレム（イスラエル）にてワーク
ショップが開催された。発表内容等は以下の通り（いずれも英語）。
権田金治、「空間集積（クラスター）からみたイノベーション・メカニズム」
柿崎文彦、「日本における研究・技術開発と中小企業の立地について」
地域科学技術政策研究に関する国際会議（RESTPOR 2000）の準備
柿崎文彦、森川春成、渡辺俊彦、権田金治（東海大学）
１．調査研究の目的及び性格
本会議は、科学技術政策研究所が地域科学技術政策の果たすべき役割とその方向性につ
いて議論を交わすために1993年に開催を提起したものである。1998年11月に米国ノースカロ
ライナで開催されたRESTPOR '98において本会議の日本での開催が決められたことを受け
プログラムの企画等の開催準備を行った。なお、本会議は2000年9月に開催を予定している。
２．研究課題の概要
プログラム企画委員会を設置し、メインテーマ、セッションテーマなどを決定した。
３．得られた成果・残された課題
（RESTPOR 2000のメインテーマ）
Co-Creation through Diversification - Role of Science and Technology in Region
多様性からの共創 −地域における科学技術の役割−
 A New Paradigm of Regional S&T Policy （地域科学技術政策の新パラダイム）
 Diversification in Partnership （パートナーシップの多様化）
 Diversification of Regional Economy （地域経済の多様化）
 Role of University （大学の役割）
 Infrastrucrual Institution for Regional Innovation （地域技術革新のための仕組）
 Clustering and Emergence of Knowledge （集積と知の創発）
 Science, Technology and Region （科学技術と地域）
４．特記事項
RESTPOR 2000 プログラム企画委員会委員
委員長 権田金治 科学技術政策研究所 客員総括研究官
委 員 新家健精 福島大学経済学部教授
〃 板山和彦 科学技術振興事業団 研究交流・支援促進室長
〃 鈴木 隆 科学技術庁 地域科学技術振興室長
〃 野村 隆 三重県科学技術振興センター長
〃 馬場靖憲 東京大学人工物工学研究センター教授
〃 山村武彦 株式会社優光社 代表取締役社長
〃 渡辺 孝 日本政策投資銀行 新規事業部長
〃 渡辺俊彦 科学技術政策研究所 総括上席研究官
オブザーバー
William Blanpied 米国国立科学財団 東京事務所長
Mourice Bourene 駐日欧州委員会代表部一等参事官
Su Jing 中国科学技術部（STAフェロー）
５．論文公表等の研究活動
特になし。
研究開発型中小企業の立地条件等に関する調査研究
森川晴成、柿崎文彦、新舩洋一、渡辺俊彦、権田金治（東海大学）
１．調査研究の目的及び性格
地域における科学技術活動の重要な担い手である研究開発型中小企業が立地を決定する
際の要因と地域における研究・技術開発との関わり等について調査・分析を行うことによっ
て、重要度の高い科学技術資源の所在を明らかにするとともに、イノベーションの過程におけ
る地域（空間）の役割について調査研究することを目的とする。
２．調査研究課題の概要
産業の空間移動特性に関して統計データの解析から、産業には集積立地するものと分散立
地するものに大きく分けられることが分かってきた。こうした傾向は産業を構成する企業の業
態あるいは研究・技術開発活動の違いとして仮説を提示してきたところである。本研究はその
仮説の実証を目的に、地域の科学技術資源、科学技術基盤あるいは社会基盤との関連にお
いて研究開発型中小企業の立地動向について考察を行った。
３．得られた成果・残された課題
研究・技術開発活動と企業の立地との関連の把握を目的に、国内の企業（資本金1億円未満
の企業で、製造業とソフトウェア業）を対象としたアンケート調査を実施した（1230社、回収率
24％）。研究開発型中小企業の特徴として、独自の製品あるいは独自のブランドを有してい
る。製造業に関して独自製品・ブランドを有する企業は一般に大都市圏に多いが、繊維産業
では北陸地方に特徴ある集積の状況が見られた。また、ソフトウェア業では独自製品・ブラン
ドを有する企業が地方圏に比較的多く存在していることなどが分かった。企業の立地に関し
て重要な要因としては、顧客・取引先、交通、物流のポイントが高くなっている。取引関係など
地理的な要因を確認する必要があり、アンケート調査を補完するためにヒアリング調査を実施
している。
４．特記事項
昨年に引き続き、学識経験者等で構成する「研究開発型中小企業の立地条件等に関する研
究会」を開催した。
５．論文公表等の研究活動
[1] 柿崎文彦、森川晴成、新舩洋一、権田金治「地域における産業の立地要因の分析」
第１４回研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨録472 —477（1999）
地域における科学技術振興施策の構造的変遷等に関する調査研究
森川晴成、新舩洋一、柿崎文彦、渡辺俊彦、権田金治（東海大学）
１．調査研究の目的及び性格
都道府県及び政令指定都市における科学技術振興施策については、これまで、過去４回に
わたって調査を実施してきた。本研究は、これら過去４回の調査結果を詳細に分析することに
より、地域における科学技術施策の構造的変遷の状況について明らかにすることを目的とす
る。
２．調査研究課題の概要
地域における科学技術関係経費は、調査の回数を重ねるごとに着実に増加しており、また、
その内容についても一層多様化の様相を呈していることがわかってきている。 本研究は、過
去４回の調査結果をベースに、その構造変化の状況を詳細に分析する。
３．得られた成果・残された課題
本研究によって作成されたデータベースは、我が国の地域における科学技術施策の変遷に
係る理論的研究に有効なものであり、都道府県及び政令指定都市における科学技術振興施
策策定にあたっての基礎資料として役立つことが期待される。
過去４回分の調査データは、データベースを構築する上では、量・質ともに若干の不揃いな
面があることは否めない。今後データベースとして完成されたものにするためには、第５回調
査以降のデータを組み込むことによって、データの量・質ともに一層の強化を図る必要があ
る。
４．特記事項
都道府県及び政令指定都市の組織や事業の名称は毎年めまぐるしく変化するため、これま
では、その詳細について経年でとらえることが難しかった。今回はこれらをコード化することに
よって、経年的変化を、より簡単に追跡できるよう工夫を凝らした。
５．論文公表等の研究活動
[1] 新舩洋一、権田金治「地方公共団体における科学技術関係経費の政策科学的解析」,第１
４回研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨録453—459（1999）
[2] 森川晴成、権田金治「公設試験研究機関の現状と課題−過去７年間の推移の観点から」
第１４回研究・技術計画学会年次学術大会講演要旨録460—465（1999）
（６）第４調査研究グループ
第７回技術予測調査
桑原輝隆、瀬谷道夫、岡本信司、新名秀章
堀内勝夫、横尾淑子、田中清隆、松久保雅弘
上田尚郎、小笠原 敦
１．調査研究の目的及び性格
技術予測調査の目的は多くの専門家の協力の下に「長期的な視野に立って我が国の科学技
術の方向を探り、その進歩と社会的ニーズの接点に見通しを立てる」ことである。この調査を
通じて、我が国全体としての科学技術の振興、新規施策の立案のための基礎資料が提供さ
れ、また、産・学・官の多くの組織が科学技術の将来展望を共有することが可能となる。 第７
回技術予測調査では、科学技術の方向性を評価する際に、科学技術側からの検討のみでは
必ずしも十分ではないとの考え方に立ち、従来の技術開発側らのアプローチに新たにニー
ズ側からのアプローチを加えることにより、我が国の行政体制も刷新される２００１年に科学技
術の将来ビジョンに関わる有益な資料を提供することを目指している。
２．研究課題の概要
平成１１年度においては、平成１２年度に予定しているデルファイ法によるアンケート調査実
施の準備として、全体の運営を行う技術予測委員会を設置し、この下に技術系１４分科会及
びニーズ系３分科会を設置した。
技術系各分科会については、前回調査の分野構成を見直すと共に、経済のソフト化、情報化
の進展などを考慮し、新たに流通、経営・管理、サービス分野を独立させた。その結果、 情
報・通信、 エレクトロニクス、 ライフサイエンス、 保健・医療、 農林水産・食品、 海
洋・地球・宇宙、 資源・エネルギー・環境、 材料・プロセス、 製造、 流通、 経営・管
理、 都市・建築・土木、 交通、 サービスの１４分科会という構成で調査対象とする技術
の選定等を進めた。
ニーズ系分科会としては 新社会・経済システム、 少子・高齢化、 安全・安心を設置し
た。ニーズ系分科会においては、現在及び将来の社会、経済、生活等からのニーズを抽出す
る作業を行い、これらを技術系の各分科会の作業に反映させるとともに、ニーズの優先度の
評価方法等の検討を行った。
３．得られた成果・残された課題
調査中のため特になし。
４．特記事項
今回、技術課題とその背景にある社会・経済ニーズとの関連性の把握をニーズアプローチの
導入により実施することは新しい試みである。
５．論文公表
特になし。
第６回技術予測調査フォローアップ
岡本信司、桑原輝隆
１．調査研究の目的及び性格
本研究は、平成１１年度から開始する第７回技術予測調査実施に先立ち、第６回技術予測調
査の利用者の利用状況を調査するとともに、第７回技術予測調査実施に関して科学技術行政
に従事している政策担当者及び利用者である産業界等の有識者から意見要望等を聴取する
利用者会合を開催することにより、具体的な行政施策への反映、中央省庁再編後の科学技術
の将来ビジョンの策定、科学技術基本計画改訂に係る重要研究領域設定等に第７回技術予
測調査結果を一層有効に活用できるようにするための基礎情報を収集することを目的とする。
２．研究課題の概要
第６回技術予測調査の利用者への利用状況調査及び第７回技術予測調査実施に関して科
学技術行政に従事している政策担当者及び利用者である産業界等の有識者から意見要望
等を聴取することを目的とした利用者会合を以下のとおり実施した。
（１）第６回技術予測調査報告書購入者及び貸出者への利用状況調査（アンケート調査）
平成１１年５月発送、６月集計締め切り（４２９通送付、回収数１７５通（回収率４１％））
（２）第７回技術予測調査実施に関する利用者会合の開催
第１回会合：科学技術庁本庁政策担当者（平成１１年６月１０日開催）
第２回会合：産業界その他有識者（平成１１年６月１８日開催）
３．得られた成果・残された課題
第６回技術予測調査結果の具体的な利用・活用状況についての情報が得られたとともに今
後の技術予測調査への意見要望を把握することができた。
なお、これらの得られた成果については、第７回技術予測調査技術予測委員会等で検討する
ことにより、第７回技術予測調査の効果的な推進に反映される。
４．特記事項
技術予測調査結果の利用状況を体系的に調査・整理するとともに利用者会合を開催し、直接
意見の聴取を行ったことは、今回初めての試みである。
５．論文公表等の研究活動
[1] 第７回技術予測調査技術予測委員会（第１回：平成１２年１月３１日開催）において、この
調査研究課題に関する資料の説明・配布を行った。
[2] 岡本信司、桑原輝隆「技術予測調査の利用状況と今後の調査への要望について」調査資
料No.69（２000．３）
第６回技術予測日独比較
桑原輝隆、田中清隆
１．調査研究の目的及び性格
日独両国において、デルファイ法にて調査された技術予測調査結果を多角的に比較すること
により、日独両国の将来の科学技術についての認識の一致点や相違点、あるいは今後の技
術進展に際しての問題点等を明らかにすることを目的とする。これらの情報は、我が国におけ
る科学技術政策立案の基礎資料となるとともに、民間の技術開発戦略策定においても活用さ
れるものである。
２．研究課題の概要
アンケート調査自体は日独両国において既に実施済みであり比較により、以下の事を明らか
にする。
（１）デルファイ法による技術予測調査の普遍性の確認。（実現予測時期は、前回同様にほぼ
一致しているかどうか）
（２）両国で重要視されている技術に大きな違いがあるのか。あるならば何が推定されるか。
（３）その他各技術分野における日独の研究開発水準、必要とされる政策手段等についての
比較分析。
３．得られた成果・残された課題
調査対象分野、課題数は日本では「情報」、「ライフサイエンス」、「環境」等１４分野１０７２課
題、ドイツでは「情報と通信」、「サービス業と消費」、「保健と生命プロセス」等１２分野１０７０課
題である。これらのうち約３割が共通の課題となっている。また、調査項目は日本では、「専門
度」、「我が国にとっての重要度」、「期待される効果」、「実現予測時期」、「現在第一線にある
国等」、「我が国において政府がとるべき有効な手段」、「我が国において問題となる可能性
のある事柄」で一方、ドイツでは「専門度」、「重要性」、「実現予測時期」、「研究開発水準」、
「包括条件と重要措置」、「起こり得る二次的問題」である。現在、日独共通課題に着目して上
記質問項目についての日独の比較を進めている。また、両国の全課題を対象とし、日独それ
ぞれで重視されている課題の傾向等について比較分析を行う。
４．特記事項
特になし。
５．論文公表等の研究活動
特になし。
先端科学技術動向調査（加速器科学）
瀬谷道夫、桑原輝隆
１．調査研究の目的及び性格
本調査研究は、対象分野（領域）の大きな加速器科学を取り上げ、加速器科学にブレークス
ルーを起こす可能性のある（主として）新しい原理による小型加速器の研究開発状況を調べる
とともに、今後の発展動向を予測調査し、加速器科学の多様な発展を支援する方策を考える
上での基礎資料を提供することを目的とするものである。
２．研究課題の概要
近年、加速器科学は素粒子及び原子核物理学のみならず物質・材料科学、生命科学、医療
利用などの国民生活に直接的に関わる分野への拡大が著しい。このような状況において、加
速器科学が今後も長期にわたり従来型の大型加速器に頼らざるを得ないとなると、将来の加
速器科学の多様な、かつ、国民生活により密着した発展を阻害することとなりかねない。この
ため、ニーズが高いと考えられる小型加速器に関する研究開発動向を調べ、その研究開発状
況と直面する技術的な課題等を的確に把握し、支援すべき点を明らかにする。
具体的には、主として新しい原理に基づく加速技術の研究開発状況及びそれらの加速技術
に基づく先進小型加速器等に関する具体的な提案を調査し、それらを加速器研究者に提示
し実現性等に関する予測見解の収集を行う。また、加速器ビームユーザーを対象とする調査
により、加速器でつくられる種々のビームの利用状況、将来的な加速器ビームのニーズを把
握する。その際、上の先進小型加速器等に関する提案のまとめとそれらに対する加速器研究
者の実現性に関する予測見解を紹介し、その開発ニーズも同時に把握する。これらの結果を
踏まえつつ、先進小型加速器等の開発を支援する方策に関する考察も行う。
なお、これらの調査分析は、当研究所の委員会（先端科学技術動向調査委員会（加速器科
学））により方向付けを行っている。平成11年度の上記委員会のメンバーを次頁に示す。
３．得られた成果・残された課題
本年度においては、先進小型加速器等に関する具体的な提案と、昨年度実施した「ブレーク
スルー加速技術による小型加速器等に関する開発予測調査」（平成10年11月〜平成11年１
月）の調査に基づくの実現予測結果を提示しつつ、加速器でつくられる種々のビームの利用
状況及び将来的な加速器ビームのニーズ等を調査した「加速器ビームニーズ等に関する調
査」（平成11年９月〜平成12年１月）。この結果、先進小型加速器等が目標とするビームに大
きなニーズがあり、また、先進小型加速器そのものの開発ニーズも大きいことがわかった。
以上の調査結果を踏まえ、加速器科学の各分野での研究開発動向を整理するとともに、今後
の加速器科学の多様な発展を担う先進小型加速器の開発を支援する方策に対する考察を行
い、平成12年度の第１四半期内に報告書をまとめる。
４．特記事項
他の政策研究機関においては、このような調査研究については例がない。
５．論文公表等の研究活動
平成11年度においては、昨年度実施した「ブレークスルー加速技術による小型加速器等に関
する開発予測調査」の結果を、調査資料−61ブレークスルー加速技術による小型加速器等に
関する開発予測調査 （1999年５月）として公表した。
（先端科学技術動向調査委員会（加速器科学）委員一覧）（平成11年度）（敬称略、50
音順）
委員長 平尾 泰男 放射線医学総合研究所 顧問 
委 員 上坂 充   東京大学 大学院工学系研究科 原子力工学研究施設 教授 
〃 遠藤 一太 広島大学 大学院先端物質科学研究科 教授 
〃 小方 厚   広島大学 大学院先端物質科学研究科 教授
〃 片山 武司 東京大学 大学院理学系研究科 原子核科学研究センター 教授
〃 北川 米喜 大阪大学 レーザー核融合研究センター 助教授
〃 熊谷 教孝   （財）高輝度光科学研究センター 加速器部門長
〃 熊田 雅之 放射線医学総合研究所 主任研究官
〃 小山 和義 工業技術院 電子技術総合研究所 主任研究官
〃 佐藤 勇  日本大学 原子力研究所 教授
〃 佐藤 健次 大阪大学 核物理研究センター 教授 
〃 竹田 誠之 文部省 高エネルギー加速器研究機構 助教授
〃 中島 一久 文部省 高エネルギー加速器研究機構 助教授
〃 中村 一隆 東京工業大学 応用セラミックス研究所 助教授
〃 西田 靖  宇都宮大学 大学院工学研究科 教授
〃 野田 章  京都大学 化学研究所 原子核科学研究施設 教授
〃 水本 元治 日本原子力研究所 東海研究所 中性子科学研究センター
〃      陽子加速器研究室長 （主任研究員）
〃 矢野 安重  理化学研究所 加速器基盤研究部長 （主任研究員）
国民健康領域における科学技術の推進 —ヒューマンヘルスケア支援技術を中心として —
香月祥太郎（三井情報開発（株））、桑原輝隆
１． 調査研究の目的及び性格
今日、日常の健康管理を通して健康を増進させようとする意識が高まりつつあるが、本研究
は、高齢化時代に向けて重要政策課題である国民健康領域、特にヒューマンヘルスケアを対
象に、国民の求める健康の維持・管理と生活の質に対するニーズ、及びそれに対応する支援
技術を明らかにし、その実現のための課題と方策について検討することを目的としている。
２． 研究課題の概要
昨年度に引き続き、健常者を含む需要者のヘルスケアに対する意識とニーズに基いて、一次
予防の立場から科学技術の対応策について明らかにする。
(1) 健常者のヘルスケアに対するニーズを実態的に明らかにし、また健康維持、増進のため
の医療技術、ヘルスケア支援技術への期待を分析する。
(2) ヘルスケアの目標となる健康の概念と目標を明らかにし、それを支援する技術フレームと
技術課題を設定し、その実現のための問題点と対応策を検討する。
３． 得られた成果・残された課題
[得られた成果]
(1) ヘルスケアについての概念を整理し、健康の枠組みの中で、その管理目標は、健康を他
に代え難い資産として捉え自ら維持、増進させることであり、それによって自らの生活の質を
向上させることとした。
(2) 健康の維持、増進のための支援技術について、医療専門家との議論をもとに以下のよう
に設定した。
1) 健常者をベースとした健診データの標準化と健康に関するコーホートデータの整備
2) 標準データによる健康管理の数値目標の設定と健康創造のための技術支援
3) 医師と健常者、患者とのコミュニケーションを円滑にし、病気への理解を深めるための技術
的対応
4) 個々人の健康に関する疑問に答え、的確な医療や健康管理の知識を提供できる科学的手
法
5) 個人のライフスタイルを正しく評価し、個々人に合った生活指導を行う支援技術
6) 個人のプライバシーを完全に保護し、「知りたい権利」「知られたくない権利」を保証する技
術
[残された課題]
医療領域におけるヘルスケアのニーズの実態と課題を明らかにするため実態調査を企画し
たが、対象者に承諾を得ることと、内容の更なる検討が必要であるため、次年度に改めて実
施を予定する。
５．論文公表等の研究活動
報告書を取りまとめる予定。
（７）情報分析課
外国技術導入の動向分析（平成９年度版）
山口 治、吉水正義、清家彰敏(富山大学)
１．調査研究の目的及び性格
我が国における外国技術導入の動向をより正確に把握し、技術貿易関連の研究における基
礎的なデータを得ることを目的として、技術導入契約の締結（変更）に関する報告書等に基づ
き、毎年度、我が国における外国からの技術導入の実績をとりまとめるとともに、最近の技術
導入の動向について分析を行っている。
２．研究課題の概要
１）調査対象
平成９年度中に受理された技術導入契約の締結(変更)に関する報告(届出)書。
平成９年度新規技術導入契約 ２,６８５件
平成９年度変更契約 １,０５５件
２）調査項目
I 企業：業種分類、資本金規模
II 導入技術：技術の内容、技術分類、技術の種類、先端技術
III 契約相手先企業：相手先国・地域、資本関係
IV 契約条件：契約期間、対価支払方法、独占権・再実施権・クロスライセンスの有無
３．得られた成果・残された課題
・新規技術導入件数が激減し、１０年前の水準に。
・米国からの導入割合は依然として高く、６割強を占め、シェアは拡大。
・全体件数減少の中、電子部品、通信機械で大きく増加し、化学機械も増加。
・電子部品はパソコン周辺部品、通信機械は携帯電話が主流。化学機械ではゴミ処理プラン
ト等の環境関連。
・資本金１０億円以上の企業におけるソフトウェアの導入件数が、最近１０年間で初めて減
少。
・ソフトウェアで権利取得が、件数、割合とも２年間連続して減少。
４．特記事項
本調査研究は法令による報告書等により分析を行っており、他の調査が追随することは困難
である。
５．論文公表等の研究発表
[1]「外国技術導入の動向分析（平成９年度）」NISTEP REPORT No.63(1999.4)
日本の技術輸出の実態（平成９年度版）
花井光浩、吉水正義、清家彰敏(富山大学)
１．調査研究の目的及び性格
外国との技術、ノウハウの取引、いわゆる技術貿易の実態把握は、我が国の技術水準、技術
開発力に対する知見を得るだけでなく、我が国と外国との技術上の結びつきや、我が国の技
術の国際的な波及実態を把握する上で重要な意義を有している。
本調査研究は、技術の輸出について実態を分析し、政策立案のための基礎的なデータを提
供することを目的としている。
２．研究課題の概要
（１）調査方法及び回収状況
１） 調査対象企業：資本金１０億円以上のすべての製造業及び主要サービス業（３,２０６社）
２） 調査対象契約：平成９年度の１年間に締結された技術輸出契約
３） 調査方法：郵送によるアンケート調査
４） 講習結果：回答企業数２,６２５社（回収率８１.９％）
（２）調査項目
５） 企業：業種分類、資本金規模
６) 輸出された技術：技術の内容、技術分類、技術の種類、内包する特許数、先端技術
７） 契約相手先企業：輸出先国・地域、資本関係
８） 契約条件：契約期間、契約形態、対価受取方法、独占権・再実施権の有無
３．得られた成果・残された課題
・ 新規の技術輸出を行っている企業数が大きく減少している。
・ アジアへの技術輸出が減少しており、特に、韓国、タイ、インドネシアの落ち込みが大きい。
・ 「輸送用機械」、「有機化学」に関する技術において、韓国、タイの落ち込みが大きい。
・ 先端技術分野についてみると、輸入が輸出を大きく上回っているが、「バイオテクノロジー」
は、輸出が輸入を上回っている。
４．特記事項
特になし
５．論文公表等の研究発表
[1]「日本の技術輸出の実態（平成９年度）」NISTEP REPORT No.65(2000.1)
ソフトウエアにおける外国技術導入の動向分析 —日米の競争的関係と協創—
清家彰敏(富山大学)、山口 治、吉水正義
１．調査研究の目的及び性格
これまでの調査によれば、日本は、ソフトウエアを米国から導入し、ハード系技術をアジアの
各国へ輸出しているという構造が得られている。
本調査は、技術輸入から技術輸出に至るソフトウエアのフローを調査し、我が国におけるソフ
トウエアの技術貿易の構造を把握するものである。
特に、今後の日米関係をソフトウェア導入の視点から分析し、政策資料とする。
２．研究課題の概要
「外国技術導入の動向分析」で得られたデータから、ソフトウエアに関する技術を内容別に再
分類し、金額ベースで調べられている他の統計を活用しながら、詳細に分析し、技術貿易を
実施する民間企業に対してインタビュー調査を行う。
３．得られた成果・残された課題
・ １９９６年度は分析シミュレーションが１位で１６．５％。１９９７年度は通信ソースコードが１
位。ゲームは、１９９６年度が、４．１％。１９９７年度が４％である。
・ 通信・電子電気系が全体の２９．７％である。
・ ソフトウエア開発は米国が群を抜いている。続いて英国、カナダと言った英語圏が強い。
・ ＯＳは米国の占める割合が最大。
・ 業務用とゲームが米国の占める割合が最も小さい。
４．特記事項
本調査研究は法令に基づく届け出等により分析しており、他の調査が追随することは困難で
ある。
５．論文公表等の研究発表
[1]「ソフトウエアにおける外国技術導入の動向分析」NISTEP REPORTとして、2000年に発表
予定。
技術導入取引の契約形態・企業内部化要因の分析
和田哲夫（郵政研）、吉水正義
１．調査研究の目的及び性格
技術は、他の財に比べて専有可能性などいろいろな点で異なることが指摘されており、この
結果、技術の取引形態も特殊なものとなることが多い。国際技術取引でも、子会社に対する
企業内部移転として行われる場合や、クロスライセンスなど、財一般と異なる特殊形態が使わ
れている。国際企業論の観点から、技術移転の内部化の理由を問う研究が従来から行われ
てきたが、契約・特許単位の特殊契約形態に関する実証研究はまだ少ない。そこで、技術導
入データを用い、どのような要因で技術導入取引に特殊契約形態が用いられるのか、経済学
上の知見を得ることを目的とする。なお、平成１０年度は電機・情報通信関係技術におけるク
ロスライセンスを中心に研究結果を得た。
２．研究課題の概要
米国から日本への特許許諾契約（資本関係のない企業間）と、それに含まれる特許を主な分
析対象とした。契約毎にクロスライセンスによって対価の一部が支払われたかどうかを被説明
変数とし、その契約中の米国特許に関する被引用特許数や、自己引用特許の比率を主な説
明変数として、特許単位で計量分析を行っている。
３．得られた成果・残された課題
本研究では、まず一方向ライセンス(金銭支払いのみによるライセンス)で多くの企業に許諾さ
れている特許は、多数のライセンスをもつマルチプル・ライセンスのうちの一部としてもクロス
ライセンスがほとんど見られないことが発見された。更に、自己引用比率で見た技術専有度
が高い特許は、一方向ライセンスではなくクロスライセンスでしか与えられない傾向が観察さ
れる。この自己引用比率は、企業が継続するイノベーションにおいて守るべき中心的な技術
的能力を表すと思われる。
特許の技術開発インセンティブを考える上で、イノベーションの累積的な性質が重要であり、
どのように企業間で技術契約を結べるかが重要だということが指摘されてきた。ここでは、累
積的・相互補完的な技術の代表的な分野において、「特許化された技術での専有可能性」と
技術取引の形態が関連を持っていることが示された。
４．特記事項
電気・情報通信技術では、イノベーションが累積的に起こり、また、技術間での補完関係が重
要である。そこで、単独の企業の持つ特許だけでは足らず、複数企業の知的財産権を組み
合わせることが必要であり、クロスライセンスが行われていることは知られているが、どのよう
に使われているかについて、実証研究は今までほとんどない。
５．論文公表等の研究発表
[1] 「累積的イノベーションにおける技術専有とクロスライセンス」Discussion PaperNo.10として
1999年６月に刊行。
[2] 国際新制度経済学会(1999年9月)及び日本経済学会(1999年10月)にて発表。
6.他機関等との連携
榊原清則 (第1研究グループ総括主任研究官)
慶應義塾大学客員教授1999.3.7〜2001.2.28
科学技術振興事業団総合評価委員会委員1998.10.1〜2000.3.31
科学技術振興事業団総合評価委員会技術移転推進事業評価部会委員
1998.10.16〜2000.3.31
科学技術振興事業団総合評価委員会科学技術情報流通促進事業評価部会委員
1999.7.1〜2000.3.31
 (財)機械振興協会経済研究所平成11年度調査研究事業「高度情報化が部品等機械関連産
業へ与える影響に関する調査」委員会委員1999.9.7〜2000.3.31
 工業技術院産業技術審議会専門委員1999.10.4〜2000.3.31
 (財)社会経済生産性本部国際技術経営研究動向調査委員会主査1999.9〜2000.3.31
平澤 ? (第2研究グループ総括主任研究官)
(財)政策科学研究所理事1998.1.12〜2000.1.11
(社)リサーチ・マネジメント技術交流協会理事1998.5.7 〜2000.3.31
日本学術会議 社会・産業・エネルギー研究連絡委員会委員1997.10.22 〜2000.10.20
日本学術会議人工物設計・生産研究連絡委員会1997.10.22〜2000.10.20
筑波大学先端学際領域研究センター客員研究員1999.4.26〜2000.3.31
新エネルギー・産業技術総合開発機構地域コンソーシアム審査委員会国際研究協力委員会
1998.5.1〜2000.3.31
新エネルギー・産業技術総合開発機構地域コンソーシアム審査委員会国際研究協力委員会
研究協力プロジェクト推進委員会1998.5.1〜2000.3.31
 (社)日本工学アカデミー国立試験研究機関等小委員会1998.4.23 〜1999.3.31
工業技術院産業技術審議会臨時委員 1999.6.9〜2000.3.31
文部省学術国際局「日本ユネスコ国内委員会自然科学小委員会及び人文・社会科学小委員
会世界会議のためのWG委員1999.1.26〜世界会議終了後まで
政策研究大学院大学平成11年度日本学術振興会重点研究国際協力事業研究協力者
2000.2.1〜2000.3.31
藤垣裕子(第2研究グループ主任研究官)
(財)日本科学協会「超領域科学としての海洋研究」事業委員会委員 1999.5.1 〜2000.3.31
北陸先端科学技術大学院大学非常勤講師 2000.2.2〜2000.2.3
岡本信司(第4調査研究グループ(併:第2調査研究グループ)上席研究官)
(財)新技術開発財団調査選考委員1999.4.26〜在任期間中
文部省科学研究費補助金「学校と社会が連携した科学教育システムに関する研究」(平成
11〜13年度)研究協力者(科学教育システム研究会会員)
大山真未(第2調査研究グループ上席研究官)
(社)科学技術国際交流センター第5回アジア・太平洋科学技術マネジメントセミナー企画運営
委員会1999.4.1〜2000.3.31
平成11年度科学技術政策基礎調査「ヒトゲノムの研究開発動向及び取り扱いに関する調査」
委員会委員1999.11.26〜2000.3.31
柿崎文彦(第2調査研究グループ上席研究官)
国際地域フォーラム「東アジアにおける研究開発拠点ネットワークの構築」研究委員
1999.10.1〜2000.9.30
7.情報処理システムの整備及び資料の収集整理
（１）情報システムの拡充整備
科学技術政策に関する研究調査活動を効果的かつ円滑に推進するため、情報処理システムの整備を行った。
１）ハードウエアの拡充整備
NISTEP情報システムは、UNIXワークステーション及びWindows NT Serverをサーバ機とし、パーソナルコンピュータ
等をクライアント機としてLANを構築している。また、所内LANは、専用回線を経由して、詳細研究情報ネットワーク
（IMnet : Inter-Ministry Research Infomation Network）に接続されている。
今年度は、下記の点についての整備等を実施した。
ネットワークセキュリティの強化対策
ウィルスチェック機能の強化
所内コンピュータの性能向上
２）内部データベースの利用
当研究所内で作成・保管しているデータベースは、下記のとおりである。
外国技術導入
３）外部データベースシステムの利用
現在利用可能な外部データベース、情報サービスは、下記のとおりである。
国会図書館システム（NOREN）
科学技術振興事業団システム(JOIS)
総務庁統計情報データベースシステム(SISMAC)
日本経済新聞社システム(NIKKEI Biz)
（２）ホームページによる調査研究成果等の情報の発信
１）ホームページの運用
インターネットホームページに、政策研ニュース、人材募集、ワークショップ案内等の情報を掲載、公開すると共に、
英語版の拡充を図った。
２）研究成果の公開
NISTEPレポート、調査研究資料等の情報を、Webサーバ及びftpサーバに掲載し、インターネットを通して公開して
いる。平成１１(1999)年度は、柿生ものを掲載した。
（全文掲載版）
NISTEO REPORT NO.61「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」
POLICY STUDY NO.1「先端科学技術と法的規制<生命科学技術の規制を中心に>」
POLICY STUDY NO.3「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革」
DISSCUSSION PAPER NO.10「累積的イノベーションにおける
NISTEP REPORT の概要版（要約を含む）は、表１及び表２に示すものを掲載し、加えて、以下の研究成果の英訳
概要を掲載した。
（英訳概要版）
POLICY STUDY NO.3「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革」
DISCUSSION PAPER NO.10「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
表１ ホームページに掲載したNISTEP REPORT の概要版（日本語版）
表２ ホームページに掲載したNISTEP REPORT の概要版（英語）
（３）資料の収集整理等
図書館（国立国会図書館支部科学技術庁図書館：所掌情報分析課）及び資料室においては、書籍の登録、検索、
貸出整理等の業務を図書管理システムの運用により実施した。また図書館においては、新着図書速報等は庁内電
子掲示板に月１回掲示する等、図書情報の提供を行った。
この他、国立国会図書館及び、他支部図書館との間で所蔵図書の相互貸出を行った。
区分 蔵書冊数 本年度増加数 外国雑誌 国内雑誌 特殊資料レポート類
専任職
員
 冊 冊 タイトル数 タイトル数 冊 人
科学技術庁図書館 35,403 1,407 41 582      2
航空宇宙技術研究所分館 54,674 1,749 250 427 111,496 3
金属材料技術研究所分館 35,560 985 166 181  3
放射線医学総合研究所分館 59,487 1,941 265 35 3
科学技術政策研究所資料室 6,615 182 45 55 1
（４）所報の発行
当研究所の活動を広報するために、「科学技術政策所年報（1998年度版）」及び「政策研ニュース（１２３号から１３５
号（月刊）まで）」を作成し発行した。
８．研究交流
（１）国際研究協力（覚書の締結）
1. 米国 国立科学財団（ＮＳＦ） (1989.1.5)
2. 米国 ハーバード大学JFK学校 (1989.2.27/2000.2.1更新)
3. 米国 シラキュース大学 (1989.5.18)
4. 英国 エジンバラ大学 日本-欧州技術研究所（ＪＥＴＳ） (1989.6.2/1998.4.1更新)
5. 米国 マサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ） (1989.6.8)
6. 英国 サセックス大学 科学政策研究所（ＳＰＲＵ） (1989.6.1/1997.1.10更新)
7. 米国 オクラホマ大学 (1989.12.15)
8. ドイツ フラウンホーファー協会 システム・技術革新研究所（ＩＳＩ） (1990.2.5/1998.10.16改訂)
9. 米国 ヴァンダービルト大学 (1991.6.10)
10. 国連大学 新技術研究所(ＩＮＴＥＣＨ) (1992.12.3)
11. 韓国 科学技術政策管理研究所（ＳＴＥＰＩ） (1993.3.8/1999.10.1更新)
12. 中国 国務院発展研究中心 (1993.4.30)
13. 欧州共同体 第12総局未来技術学研究所(ＰＲＯＭＰＴ) (1993.8.1)
14. 英国 マンチェスター大学 工学科学技術における政策研究計画（ＰＲＥＳＴ）
(1993.10.1/1997.11.7更新)
15. 米国 ジョージメイソン大学 公共政策研究所 (1994.1.1/2000.2.1更新)
16. フランス 科学技術観測所（ＯＳＴ） (1994.1.1/1999.2.8更新)
17. 中国 科学技術部科学技術促進発展研究中心 (1994.4.30/2000.1.17更新)
18. フランス 研究技術総局(ＤＧＲＴ) (1994.5.20)
19. オーストラリア マードック大学 科学技術政策研究所 (1995.1.1)
20. 米国 タフツ大学 (1995.1.1)
21. フランス ルイ・パスツール大学 (1994.10.21/1999.4.22更新)
22. オーストラリア 科学技術会議 (1994.11.29/1999.4.22更新)
23. 米国 オレゴン大学 (1995.3.14)
24. オランダ アムステルダム大学 (1998.4.1)
25. 国際機関 国際応用システム分析研究所 (1998.6.1)
26. フランス フランス鉱山大学社会技術革新センター (1995.6.28/1998.6.28更新)
27. ドイツ ミュンヘン大学 人間研究センター（ＨＷＺ） （1998.11.4)
28. 米国 ワシントン大学 （1999.1.1)
( )は書簡交換日
（２）国際会議への出席及び海外出張
1.  オマ−ン経済企画担当国王顧問に対する日本の科学技術に関する講演（オマーン）
（出張者：佐藤所長 1999.4.2〜4.5）
2. 市民技術政策に関する米国／EU会議への出席（米国）
（出張者：権田第３調査研究グループ客員総括研究官 1999.4.5 〜4.11）
3. 地域科学技術政策研究に関する調査（ドイツ、フランス）
（出張者：柿崎第３調査研究グループ主任研究官 1999.4.6 〜4.14）
4. マサチューセッツ工科大学及びフラウンホーファー協会システム・技術革新研究所との共同
研究打ち合わせ及び関係機関への訪問調査（米国）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 1999.4.7 〜19）
5. 共同研究「科学技術の形成過程における研究者のコミュニケーション構造の日欧比較」に関
する打ち合わせ（オランダ）
（出張者：藤垣第２研究グループ主任研究官 1999.4.9 〜4.19）
6. アメリカ科学振興協会科学技術政策コロキアムへの参加（米国）
（出張者：植田企画課課長 1999.4.10〜4.18）
7. アジア太平洋経済協力会議技術予測専門家会合への出席（カナダ）
8. （出張者：桑原第４調査研究グループ総括上席研究官 1999.5.1 〜5.8）
9. ディマンドサイドからの産業技術政策の展開に関する調査（米国）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 1999.5.1 〜5.9）
10. OECD/TIP/科学技術労働市場ワークショップにおける発表及び関係機関への訪問調査（フ
ランス、ベルギー）
（出張者：前澤第１調査研究グループ総括上席研究官 1999.5.14 〜5.22）
11. 世界科学者会議に参加ほか（ドイツ、フランス、ベルギー、イタリア）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 1999.6.25 〜7.11）
12. OECD /科学技術指標専門家会合及びその関連会合に出席（フランス）
（出張者：富澤第２研究グループ主任研究官 1999.6.27 〜7.4）
13. ポートランド・エンジニアリング・技術マネージメント国際会議に出席(米国)
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 1999.7.23 〜8.3）
14. 知識・能力基盤的経済下における研究開発システムの運営に関する国際比較研究に関わる
研究集会への参加（米国）
（出張者：伊地知第１研究グループ研究員 1999.7.25 〜7.31）
15. ベンチャービジネス支援政策に関する調査（フランス）
（出張者：前田第１研究グループ客員研究官 1999.7.28 〜8.6）
16. （衆）科学技術委員会海外派遣に随行（ドイツ、スイス、フランス、英国）
（出張者：木村総務研究官 1999.8.17〜8.25）
17. 地域における科学技術指標策定に関する調査（英国）
（出張者：権田第３調査研究グループ客員総括研究官 1999.8.23 〜31）
18. 第２回市民参加型テクノロジーアセスメントに関する会合ほか（オランダ、デンマーク）
（出張者：木場第２調査研究グループ上席研究官 1999.10.3 〜10.10）
19. ハイテク・スタートアップ事業促進日独ワークショップに出席ほか（ドイツ、フランス）
（出張者：前田第１研究グループ客員研究官 1999.10.11 〜10.16）
20. 武漢国際会議での講演及び打ち合わせ（中国）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官1999.10.24 〜30）
21. 国際科学社会科学会議（４Ｓ）年次大会への参加（米国）
（出張者：富澤第２研究グループ主任研究官 1999.10.26 〜11.1）
（出張者：藤垣第２研究グループ主任研究官 1999.10.26 〜11.1）
（出張者：綾野第２研究グループ科学技術特別研究員 1999.10.27 〜10.31）
22. スタンフォード大学での講演ほか（米国）
（出張者：前田第１研究グループ客員研究官 1999.11.1 〜11.8）
23. コンペティティブネス学会 第２回年次総会における講演（イタリア）
（出張者：権田第３調査研究グループ客員総括研究官 1999.11.9 〜11.13）
24. ソフトサイエンスにおける国際シンポジウムにおける講演（中国）
（出張者：権田第３調査研究グループ客員総括研究官 1999.119. 〜11.13）
25. 研究評価と政策プロジェクト（オーストラリア国立大学）主催シンポジウム参加（オーストラリア）
（出張者：藤垣第２研究グループ主任研究官 1999.11.12 〜11.17）
26. 日韓科学技術フォーラムに出席（韓国）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 1999.11.23 〜11.28）
（出張者：富澤第２研究グループ主任研究官 1999.11.23 〜11.27）
（出張者：伊地知第１研究グループ研究員 1999.11.23 〜11.27）
27. アジアと欧州の中小企業における国際競争力と協力全体会合に出席（イスラエル）
（出張者：権田第３調査研究グループ客員総括研究官 1999.11.24 〜11.29）
（出張者：柿崎第３調査研究グループ主任研究官 1999.11.24 〜11.29）
28. 科学技術の公衆理解に関する調査（オーストラリア）
（出張者：岡本第２調査研究グループ上席研究官 1999.11.27 〜12.4）
29. 地域社会における教育政策と科学技術政策の統合に関する調査（ドイツ）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 1999.12.9 〜12.19）
（出張者：中田第１調査研究グループ上席研究官 1999.12.9 〜12.19）
30. 各国の科学技術調査（スウェーデン、フランス、英国）
（出張者：木村総務研究官 2000.1.9〜1.16）
31. 中国科学技術部科学技術促進発展研究中心との研究協力に係わる打ち合わせ（中国）
（出張者：柴田所長 2000.1.16〜1.18）
（出張者：吉水情報分析課課長 2000.1.16〜1.19）
（出張者：花井情報分析課特別研究員 2000.1.16〜1.19）
32. オーストラリア及びニュージーランドの公共機関の評価に関する調査（オーストラリア、ニュー
ジーランド）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 2000.1.22 〜2.4）
33. 国際技術経営研究動向調査（米国）
（出張者：榊原第１研究グループ総括主任研究官 2000.2.5 〜2.13）
34. アメリカ科学振興協会 科学技術政策コロキアムへの参加（米国）
（出張者：平澤第２研究グループ総括主任研究官 2000.2.17 〜2.26）
（出張者：藤垣第２研究グループ主任研究官 2000.2.15 〜2.24）
（出張者：柿崎第３調査研究グループ主任研究官 2000.2.17 〜2.24）
35. ハーバード大学ＪFK校 科学技術公共政策プログラム、ジョージメイソン大学TIPP及びランド社
との研究協力に関する打ち合わせ（米国）
（出張者：柴田所長 2000.2.22〜2.27）
（出張者：竹下企画課係員 2000.2.22〜2.27）
36. 米国ワシントン大学との研究協力に関する打ち合わせ（米国）
（出張者：柿崎第３調査研究グループ主任研究官 2000.3.6 〜3.10）
37. OECD科学技術政策委員会フラスカティ・マニュアル（科学技術統計に関するマニュアル）見
直し会合への出席等（フランス、スウェーデン）
（出張者：植田企画課課長 2000.3.12〜3.19）
38. 知識・能力基盤的経済下における研究開発システムの運営に関する国際比較研究にかかわ
る研究集会への参加、および研究開発システムの運営に関する調査（フランス、ルクセンブル
グ）
（出張者：伊地知第１研究グループ研究員 2000.3.27 〜4.8）
39. 欧州における知的クラスタ創出に関する調査（オランダ、フランス、スペイン、ドイツ、英国）
（出張者：権田第３調査研究グループ客員総括研究官 2000.3.29 〜4.9）
（３）海外からの研究者等の受け入れ
1. 韓 亨浩(Mr. Han Hyung-Ho)：韓国 科学技術処技術協力部研究管理課長
(1997.8.21〜1999.12.31、韓国政府派遣）
研究課題：国立研究機関の研究評価とその応用
2. 劉 海波(Dr. Liu Haibo)：中国 社会科学院数量経済与技術経済研究所
(1999.1.5〜2001.1.4、STAフェローシップ)
研究課題：「科学教育興ｌ国」と「科学技術立国」：中日国家振興戦略の比較
3. Dr. Sara Nerlove：米国 国立科学財団プログラムマネージャー 
(1999.3.28〜4.29、STAフェローシップ)
研究課題：Comparison of U.S.-Japan Policies on Small and Medium-Sized Businesses
4. Dr. George O'Neill：米国 米国国立科学財団コンサルタント
(1999.3.28〜4.29、STAフェローシップ）
研究課題：Comparison of U.S.-Japan Policies on Small and Medium-Sized Businesses
5. Prof. Sheila Jasanoff：米国 ハーバード大学教授、米国科学振興協会(AAAS)
(1999.6.21〜6.23、政策研外国人招招聘）
研究課題：「政策立案者としての科学審議会」に関する講演
6. Dr. Robert Horres：ドイツ ボン大学日本研究センター研究員
(1999.7.20〜10.16、STAフェローシップ）
研究課題：日本の科学技術政策の形成過程に関する研究
7. Dr. Robert Chabbal：フランス 国立科学研究センター顧問
(1999.9.5〜9.13、政策研外国人招聘）
研究課題：ファイブサークル環境における研究開発型起業の促進と支援政策の研究
'98 NISTEP Policy Study No.3をベースにした日仏事例研究
8. 張 正倫(Mr. Zhang Zhenglun)：中国 科学技術管理科学研究中心
(1999.10.31〜11.6、政策研外国人招聘）
研究課題：科学技術政策の社会的アクセプタンス
9. Mr. Michael John Lynskey：英国 オックスフォード大学
(1999.10.31〜2000.1.30、STAフェローシップ）
研究課題：産学連携とベンチャービジネスの生成：バイオテクノロジー産学のケース
10. Prof. David Gann：英国 サセックス大学SPRU教授
(1999.11.8〜11.12、政策研外国人招聘）
研究課題：プロジェクト型産業におけるイノベーションと公共政策の役割に関する研究
11. Dr. 蘇靖(Su Jing)：中国 科学技術部政策法規与体制改革司
(1999.11.10〜2000.11.9、STAフェローシップ）
研究課題：リージョナル・イノベーション・システムの理論的フレームワーク及びメカニズムに関
する研究及び日中の特定地域におけるリージョナル・イノベーションの事例研究等
12. Prof. Robert Cole：米国カリフォルニア大学バークレー校ハース・スクール・オブ・ビジネス教
授技術 経営プログラム・ディレクター
(1999.11.15〜11.17、政策研外国人招聘）
研究課題：ベンチャー企業の日米比較及び講演
13. Dr. Terje Grφnning(Ph.D)：ノルウェー オスロ大学研究員
(2000.1.16〜1.22／2.9〜2.15、政策研外国人招聘）
研究課題：化学・薬品分野における日本の研究開発活動、および日本のイノベーション政策
14. Dr. Paul Collins：米国 ワシントン大学助教授
(2000.1.23〜2.5／3.5〜3.18、科技庁外国人研究者招聘）
研究課題：効果的な国際間における技術実践の併用（意志決定の際に採用される多数の機
能を可能にする技術ストラテジー）に関する研究
15. Dr. Sandor Toth：ハンガリー 教育省科学技術政策会議局長
（2000.2.1〜3.31、ＳＴＡフェローシップ制度）
研究課題：日本の経験に基づく技術予測の調査・分析手法及びその政府・産業における応用
に関する研究
( )は期間及び制度
（４）海外の研究者等の訪問
1. Ms. Yoshiko Okubo：フランス 科学技術観測所(OST)副所長 (1999.4.1)
2. Mr. Xi Fu-xing：中国 中日長期貿易協議委員会技術設備分会１９９９年定期協議中国代表
団、対外貿易経済合作部科技司司長（中国） (1999.4.14)
3. Prof.Mordechai Sokolov：イスラエル テルアビブ大学工学部教授兼情報分析予測学際セン
ター所長 (1999.4.20)
4. Dr. Albert H. Teich：米国 科学振興協会（ＡＡＡＳ）科学政策計画課長(1999.5.17 〜18)
5. Dr. Marek Witczak：ポーランド 情報処理センター科学研究部次長 （1999.5.20）
6. Mr. Lennart Stenberg：駐日スウェーデン大使館科学技術部科学技術参事官 (1999.5.24)
7. Dr. Yuri D. Denisov：ロシア 科学アカデミー東洋研究所上席研究官 (1999.5.27)
8. Dr. Christoph von Braun：独国 経営コンサルタント (1999.5.31)
9. Dr. Nguyen Viet Nghia：ベトナム 科学技術情報文書センター主任 (1999.6.8、6.21〜6.25)
10. Dr. Chiristopher T. Hill：米国 ジョージメイソン大学公共政策研究所教授 (1999.6.9)
11. Mr. Herbert J. Allegeier：EU 欧州委員会共同研究センター総局長 (1999.6.10)
12. Mr. William J. Spencer：米国 SEMATECH会長 (1999.6.10)
13. Prof. David C. Mowery：米国 UCバークレー校教授 (1999.7.2)
14. Dr. Park, Joon-Kyong：韓国 開発研究院先任研究委員 (1999.7.6)
15. Ms. Khadijia Hassan Talman：オマーン国外務省経済技術協力局次長 (1999.7.9)
16. Mr. Ahti Salo：フィンランド ヘルシンキ工科大学教授 (1999.7.9)
17. Dr. Moon, Hiwhoa：韓国 慶烈大学教授 (1999.7.16)
18. Dr. Marc Humbert：フランス レンヌ第一大学経済学部教授 (1999.7.19)
19. Dr. Young S. Lee：米国 アイオワ州立大学教授 (1999.7.20)
20. Mr. William A. Blanpied：米国大使館米国国立科学財団東京事務所所長 (1999.7.27)
21. Dr. Henri Angelino：在日フランス大使館参事官 (1999.8.13)
22. Dr. Heeseung Yang：韓国科学技術評価院研究事業調査評価団長 (1999.8.18)
23. Dr. Aymen A.Kayal：サウジアラビア キング・ファド石油鉱山大学教授 (1999.8.20)
24. Dr. S. W. Collins：米国 ワシントン大学助教授 (1999.8.23〜8.27)
25. Dr. Martin Fransman：英国 エジンバラ大学日本・欧州研究センター所長 (1999.9.13)
26. Dr. Kwang Nham Kang：韓国 韓国科学技術政策研究院院長 (1999.9.14)
27. Dr. Jan Baldem Mennicken：ドイツ 日独協力評議会 (1999.9.17)
28. Mr. Brian Ferrar：英国 貿易産業省管理業務課長 (1999.9.30)
29. Dr. Zhao, Xuewen：中国 中国国家自然科学基金委員会政策局局長・教授 (1999.10.21)
30. Mr. Mark Sinisoo：在日エストニア大使 (1999.10.28)
31. Mr. Dominique Guellec：OECD科学技術産業局経済分析統計課員 (1999.11.4)
32. Mr. Keith Pavitt：英国 サセックス大学教授 (1999.11.22)
33. Dr. Lee Dal-Hwan：韓国 科学技術政策研究院研究委員 （1999.12.20）
34. Dr. Anung Kusnowo：インドネシア 科学院総務担当局長 (2000.1.21)
35. Prof. Jon Sture Sigurdson：スウェーデン ストックホルム経済大学教授 (2000.2.16)
36. Prof. Zeng Guoping：中国 清華大学科学技術及び社会研究所所長 (2000.2.17)
37. Prof. Syed Jalaludin：マレーシア プトラ大学副学長 (2000.3.1)
38. Dr. Joe Coates：米国 コーテツアンドジャレット社長 (2000.3.16)
39. Dr. Wang Yuan：中国 科学技術部 科学技術促進発展研究中心所長 (2000.3.27〜3.28)
( )は来訪日
９．研究成果・研究発表
（１）研究成果
NISTEP REPORT
1. No.63 「外国技術導入の動向分析（平成９年度）」 
（情報分析課 1999.4）
2. No.64 「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査」（中間報告）
（第１研究グループ 1999.6）
3. No.65 「日本の技術輸出の実態」（平成９年度） 
（情報分析課 2000.1）
POLICY STUDY
1. No. 1 「先端科学技術と法的規制」＜生命科学技術の規制を中心に＞
（第２調査研究グループ 1999.5）
2. No. 2 「ベンチャー・ビジネス；日本の課題」 
（第１研究グループ 1999.5）
3. No. 3 「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革」
−「科学技術・新産業創造立国実現」へのシナリオ −
（第１研究グループ 1999.5）
4. No. 4 「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析」
〜政策変遷、予算および論文生産の時間的推移をめぐって 〜
5. （第２研究グループ 1999.6）
6. No. 5 「科学技術政策コンセプトの進化プロセス
（第２研究グループ 2000.3）
調査資料
1. No.61 「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果」
（第４調査研究グループ 1999.5）
2. No.62 「科学技術と人間・社会との関わりについての検討課題」
（第２調査研究グループ 1999.6）
3. No.63 「公的研究機関の研究計画策定課程に関する調査」
（第２研究グループ 1999.6）
4. No.64 「我が国の廃棄物処理の現状と課題」
（第３調査研究グループ 1999.12）
5. No.65 「地域科学技術政策研究会（平成１１年３月１６、１７日）報告書」
（第３調査研究グループ 2000.1）
6. No.66 「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」
（第２調査研究グループ 2000.3）
7. No.67 「国立試験研究機関、特殊法人開発研究機関及び日本企業の研究開発国際化に関
する調査研究」
（第１研究グループ 2000.3）
8. No.68 「１９７０年代における科学技術庁を中心としたテクノロジー・アセスメント施策の分析」
（第２調査研究グループ 2000.3）
9. No.69 「技術予測調査の利用状況と今後の調査への要望について」
（第４調査研究グループ 2000.3）
DISCUSSION PAPER
1. No. 8 「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」
（第１研究グループ 田中 茂 1999.5）
2. No. 9 「ITを用いた資材調達活動の国際比較」
（第１研究グループ 榊原 清則 三木 康司 1999.5）
3. No.10 「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
（情報分析課 和田 哲夫 吉水 正義 1999.6）
4. No.11 「先端的情報システムと日本企業の課題」
（第１研究グループ 榊原 清則 1999.7）
5. No.12 「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究」 − 「モード2」の時
代において集団的創造性を高めるために − 
（第１調査研究グループ 前澤 祐一 1999.8）
6. No.13 「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」
（第１調査研究グループ 中田 哲也 1999.10）
7. No.14 「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究（その１）」
（第１研究グループ 竹下 貴之 2000.1）
8. No.15 「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」
（第１調査研究グループ 中田 哲也，第３調査研究グループ 権田 金治 2000.2）
（２）講演会の開催
1)邦人講演
1999. 7. 2  近藤 悟
（日本福祉大学情報社会科学部教授）
「テクノロジーアセスメントの現代的意義」
2) 海外からの研究者による講演
1999. 4.26 Dr. Sara B.Nerlove （米国国立科学財団(NSF)プログラムマネージャー）
Dr.George J.O'Neill (米国国立科学財団(NSF)コンサルタント)
「Preliminary Comparisons of Japanese & USA Government Policies and Programs to
SupportInnovation Research at Small & medium Enterpries(SME)」
5.17 Dr. Albert H. Teich（米国科学振興協会(AAAS)科学政策計画課長）
「米国における研究開発費等の意志決定システム」
「ＡＡＡＳの予算分析」
5.18 Dr. Albert H. Teich（米国科学振興協会(AAAS)科学政策計画課長）
「米国の研究開発予算内容の動向と今後の展望」
「米国における科学技術政策の実務的専門家の要請制度」
5.31 Dr. Christoph Von Braun(経営コンサルタント）
「Industrial Inovation-how much is too much ?」
6.11 Dr. Christopher T. Hill (ジョージメイソン大学公共政策研究所教授)
「Technology commercialization Policy」
7. 2 Mr. William J. Spencer (Semateche会長)
「半導体産業におけるＲ＆Ｄの協力について」
Prof. David C. Mowery (カリフォルニア大学バークレー校教授)
「半導体産業におけるＲ＆Ｄの協力について」
7.30 Prof. Yong Lee (アイオワ州立大学教授)
「研究と技術の移転についての大学と産業界との協力 —米国の経験からの教訓 —」
9.10 Dr. Robert Chabbal (フランス国立科学研究センター顧問)
「Recent Development of Technology Oriented Start-ups in France」
9.30 Mr. Brian Ferrar：（英国貿易産業省管理業務課長）
「英国の科学技術予測」について
11. 4 Mr. Zhang Zhenglun 中国科学技術協会管理科学センター副主任
「中国を含む科学技術意識調査の国際比較に関する研究」
11.11 Dr. David Gann (英国サセックス大学科学政策研究所(SPRU)教授)
「New Mechanisms for Governments Support of industrial R&d」
11.17 Dr. Robert Cole (米国カリフォルニア大学バークレー校教授)
「Organizational Discontinuity in the U.S. and Japanese High Technology Sector」
3.16 Joe.Coates(コーテツアンドジャレット社長)
「２１世紀の先端技術について」
3.28 Dr. Sandor Toth(ハンガリー教育省科学技術政策会議局長(STAフェロー))
「Science and Technology Policy in Hungary 1999-2000」
（３）研究会の開催
「企業経営・技術戦略の変遷に関する研究会」の開催
１．設置の趣旨及び主な検討課題
我が国はこれまで、いくつかの困難な時期を主として民間企業の活力により乗り越えお
おむね順調に発展してきた。しかし、現在産業構造の空洞化が進み、少子高齢化が予
測されるなど民間企業をとりまく状況を含め我が国の将来は不透明になりつつある。２
１世紀が始まろうとする現在、今世紀における民間企業の発展、成長の軌跡を明らかに
し、日本企業の成功の要因を正しく把握しておくことは、今後の我が国の発展を考える
上で極めて重要である。このため当研究所では、２０世紀における民間企業の経営と
研究開発活動の総括を行い、２１世紀の科学技術政策の展望を得ることを主な目的と
して、平成１１年１２月、所内に「企業経営・技術戦略の変遷に関する研究会」を設置し
た。本研究会では次のような課題についての検討を行う。
(1) 民間企業の経営、製品開発、技術戦略等についての歴史的考察
(2) 民間企業の経営、製品開発、技術戦略等に関する現在の課題と今後の展望
(3) 上記(1)と(2)を踏まえた今後の我が国の科学技術システムのあり方について
なお、研究会では産業界の有識者を講師として招聘し、講師による御講話、講師との
意見交換等を踏まえつつ、検討を進めることにしている。
２．研究会構成員
（座長） 所長 柴田 治呂
（座長代
理） 第１研究グループ総括主任研究官 榊原 清則
総務研究官 木村 良
第２研究グループ総括主任研究官 平澤 冷
第３調査研究グループ総括上席研究官 渡辺 俊彦
第４調査研究グループ総括上席研究官 桑原 輝隆
企画課長 植田 昭彦
情報分析課長 吉水 正義（平成１２年２月まで）
相馬 融（平成１２年３月より）
客員総括研究官（政策研究大学院大学教
授） 丹羽富士雄
客員総括研究官（東海大学教授） 権田 金治
客員研究官（岩手県立大学教授） 平野 千博
客員研究官（一橋大学教授） 下田 隆二
３．研究会開催及び研究会講師
第１回 富士通（株）名誉会長 山本卓眞（2000.2.4） 
第２回 日本電気（株）取締役相談役 関本忠弘（2000.2.15）
第３回 （株）日立製作所 相談役 三田勝茂（2000.3.2）
第４回 フューチャーシステムコンサルティング（株）社長 金丸 恭文（2000.3.21）
（４）所内セミナーの開催
1999. 4.27 山口 治（情報分析課）
「外国技術導入の動向分析（平成９年度）」
6.7 古賀 款久(第１研究グループ研究員）
森永 卓郎(三和総合研究所主任研究員)
「研究開発関連政策の及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調
査」
8.6 前澤 祐一（第１調査研究グループ総括上席研究官）
「科学技術活動に係わるコーディネイト機能・人材に関する調査研究」
9.30 Brian Ferrar(英国貿易産業省管理業務課長)
「英国における技術予測調査プログラムについて」
10.13 Dr.R.L.Horres（STAフェロー）
「ライフサイエンス各分野の現状と日本の政策」
12.16 休井 正人（第３調査研究グループ特別研究員）
「我が国の産業廃棄物処理の現状と課題」
12.24 花井 光浩（情報分析課）
「日本の技術輸出の実態（平成９年度）」
2000. 3.30 科学技術指標プロジェクトチーム
「科学技術指標—日本の科学技術活動の体系的分析—平成１２年版につ
いて」
１０．参考資料
（１）研究実績
１） NISTEP REPORT(表題末尾の＊は英語版があることを表す。)
<No.1>「理工系学生の就職動向について」＊
（第１調査研究グループ，1989.6）
<No.2>「科学技術に対する社会の意識について」＊
（第２調査研究グループ，1989.6）
<No.3>「アジアのエネルギー消費構造の実態把握と地球環境に関する今後の課題に
ついて（中間報告）」
（４調査研究グループ，1989.7） <No.4>「地域における科学技術振興に関する基
礎調査」
（第２研究グループ，1989.3）
<No.5>「共同研究における参加企業に関する調査研究」＊
（第３調査研究グループ，1989.8）
<No.6>「科学技術連関モデルの理論的枠組み」
（第１研究グループ，1989.9）
<No.7>「自然科学系博士号取得の量的日米比較」＊
（第１調査研究グループ，1989.12）
<No.8>「我が国の主要企業における『基礎研究』について」＊
（第１調査研究グループ，1990.1）
<No.9>「特許出願からみた研究開発の動向」
（第２研究グループ， 1990.3)
<No.10>「表彰制度からみた我が国の科学技術動向」
（第２調査研究グループ，1990.3）
<No.11>「地域における科学技術振興に関する基礎調査」
（第４調査研究グループ，1990.3）
<No.12>「大学の進学希望者の進路選択について」＊
（第１調査研究グループ，1990.8）
<No.13>「バイオテクノロジーの開発利用とその影響に関する調査研究 −バイオテクノロ
ジーの実用化とその課題−」
（第４調査研究グループ，1990.9）
<No.14>「研究開発のダイナミックス」＊
（第１研究グループ，1990.9）
<No.15>「企業（製造業）が『造る集団』から『考える集団』に」＊
（第３調査研究グル−プ，1991.3）
<No.16>「我が国と海外諸国間における研究技術者交流 —統計データによる調査—」
（第２調査研究グループ，1991.3）
<No.17>「科学技術に関する社会的コミュニケーションの在り方の研究」＊
（第２調査研究グループ，1991.3）
<No.18>「国際技術移転の進捗度の測定と分析に関する一考察」＊
（第３調査研究グループ，1991.4）
<No.19>「体系科学技術指標」＊
（第２研究グループ，1991.9）
<No.20>「国立試験研究機関と基礎研究」＊
（第１調査研究グループ，1991.9）
<No.21>「アジア地域のエネルギー消費構造と地球環境影響物質（ＳＯ Ｘ、ＮＯＸ、Ｃ
Ｏ２）排出量の動態分析」＊
（第４調査研究グループ，1991.9）
<No.22>「科学技術連関モデルの開発 —数量評価と科学技術への含意—」
（第１研究グループ,1992.3)
<No.23>「地域における科学技術振興に関する調査研究 —都道府県及び政令指定都市
の科学技術政策の現状と課題—」
（第４調査研究グループ・第２研究グループ，1992.8）
<No.24>「青少年に向けた科学技術活動関連情報発信の新しいあり方 −高校生の進路
選択意識と科学技術観の分析から−」
（第１調査研究グループ，1992.10）
<No.25>「第５回技術予測調査−我が国における技術発展の方向性に関する調査 −」
（第２調査研究グループ，1992.11)
<No.26>「国家科学技術プログラムの動学的分析(中間報告) −フレームワークの検討と
予備的分析−」
（第１研究グループ，1993.1）
<No.27>「アジア地域のエネルギー利用と地球環境影響物質（ＳＯｘ、ＮＯｘ、ＣＯ２）排
出量の将来予測」＊
（第４調査研究グループ，1993.3）
<No.28>「我が国の大学における基礎研究 −大学研究者による講演に基づく一考察−」
（第１調査研究グループ，1993.3）
<No.29>「日本企業にみる戦略的研究開発マネジメント」＊
（第２調査研究グループ・第２研究グループ，1993.7）
<No.30>「女性研究者の現状に関する基礎調査」
（第１調査研究グループ，1993.7）
<No.31>「Ｒ＆Ｄ購買力平価の開発」＊
（第３調査研究グループ，1994.3）
<No.32>「地球環境問題における企業対応の現状と評価」
（第４調査研究グループ，1994.3）
<No.33>「日独科学技術予測比較報告書」＊英文のみ
（技術予測調査研究チーム，1994.4）
<No.34>「科学技術が人間・社会に及ぼす影響に関する調査」
（第２調査研究グループ，1994.3）
<No.35>「数値シミュレーションによる技術貿易継続契約の構造解析」
（第３調査研究グループ，1994.8）
<No.36>「日本の技術輸出の実態（平成４年度）」
（第３調査研究グループ，1994.11）
<No.37>「科学技術指標」−日本の科学技術活動の体系的分析−
（科学技術指標プロジェクトチーム，1995.1）
<No.38>「サイエンス＆テクノロジーパークの開発動向に関する調査研究」
（第２研究グループ，1995.2）
<No.39>「地域における科学技術振興に関する調査研究（第２回調査）」
（第４調査研究グループ、第２研究グループ，1995.3）
<No.40>「生活関連科学技術課題に関する意識調査(中間報告)」
（生活関連科学技術政策調査研究プロジェクト・チーム，1995.3）
<No.41>「日本の技術輸出の実態（平成５年度）」
（第３調査研究グループ，1995.12）
<No.42>「日独技術予測調査」
（技術予測調査研究チーム，1995.12）
<No.43>「日本企業の海外における研究開発のパフォーマンスに関する調査」
（第２調査研究グループ，1996.2）
<No.44>「女子の理工系専攻への進学における要因に関する調査研究」
（第１調査研究グループ，1996.3）
<No.45>「生活関連科学技術課題に関する意識調査」
（生活関連科学技術政策調査研究プロジェクトチーム，1996.3）
<No.46>「外国技術導入の動向分析（平成６年版）」
（情報分析課,1996.11）
<No.47>「日本の技術輸出の実態（平成６年版）」
（第３調査研究グループ,1996.11）
<No.48>「イノベーションの専有可能性と技術機会 −サーベイデータによる日米比較研
究−」
（第１研究グループ,1997.3）
<No.49>「先端科学技術動向調査（物質・材料系科学技術）」
（情報分析課,1997.6）
<No.50>「科学技術指標−日本の科学技術活動の体系的分析−」
（科学技術指標プロジェクトチーム,1997.5）
<No.51>「地域科学技術指標策定に関する調査−地域技術革新のための科学技術資
源計測の試み−」
（第３調査研究グループ,1997.3）
<No.52>「第６回技術予測調査−わが国における技術発展の方向性に関する調査 −」
（技術予測調査研究チーム，1997.6）
<No.53>「日本の技術輸出の実態−平成７年度−」
（第３調査研究グループ，1997.7）
<No.54>「外国技術導入の動向分析−平成７年度−」
（情報分析課，1997.11）
<No.55>「研究開発投資の活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリアニー
ズに関する調査研究」＊
（第１調査研究グループ，1997.12）
<No.56>「地域における科学技術振興に関する調査研究（第３回調査）」
（第３調査研究グループ，1997.12）
<No.57>「外国技術導入の動向分析−平成8年度−」
（情報分析課，1998.5）
<No.58>「日本の技術輸出の実態−平成8年度−」
（情報分析課，1998.9）
<No.59>「地域における科学技術振興に関する調査研究（第４回調査）」
（第３調査研究グループ，1998.11）
<No.60>「我が国製造業の空間移動と地域産業の構造変化に関する研究」
（第３調査研究グループ，1999.3）
<No.61>「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究 −平成１０年度」
(第１研究グループ，1999.3)
<No.62>「２０１０年代の国民生活ニーズとこれに関連する科学技術」
(第４調査研究グループ，1999.3)
<No.63>「外国技術導入の動向分析（平成９年度）」
（情報分析課，1999.4）
<No.64>「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査」（中
間報告）
（第１研究グループ，1999.6）
<No.65>「日本の技術輸出の実態」（平成９年度）
（情報分析課，2000.1）
２） Policy Study
<No.1>「先端科学技術と法的規制」＜生命科学技術の規制を中心に＞
（第２調査研究グループ，1999.5）
<No.2>「ベンチャー・ビジネス；日本の課題」
（第１研究グループ，1999.5）
<No.3>「新ビジネスモデルによる日本企業の強さの変革」
−「科学技術・新産業創造立国実現」へのシナリオ −
（第１研究グループ，1999.5）
<No.4>「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析」
〜政策変遷、予算および論文生産の時間的推移をめぐって 〜
（第２研究グループ，1999.6）
<No.5>「科学技術政策コンセプトの進化プロセス」
（第２研究グループ 2000.3）
３） 調査資料
<No.1>「ユーレカ計画の概要」
（第３調査研究グループ，1989.3）
<No.2>「Outline of Science and Technology activities in Japan」
（第３調査研究グループ，1989.5）
<No.3>「大学教官学位取得状況調べ（中間報告）」
（第２調査研究グループ，1989.12）
<No.4>「日本の国家研究開発活動の変遷過程及びその特徴」
（尹文渉[韓国科学技術院科学技術政策研究評価センター]，1990.3）
<No.5>「東アジア諸国の科学技術政策について」
（第３調査研究グループ，1990.7）
<No.6>「新材料の開発・利用とその影響に関する調査研究報告」
（第４調査研究グループ，1990.9）
<No.7>「Enhancing Future Competitiveness -The Japanese Government's Promotion
of Basic Research-」
（ジャニス・Ｍ.・キャシディー特別研究員，1990.10）
<No.8>「戦後日中科学技術発展状況比較研究」
（張 晶特別研究員，1991.1）
<No.9>「太陽活動と地球温暖化—地磁気活動を指標として—」
（第４調査研究グループ，1991.3）
<No.10>「科学技術政策史関連資料集」
（第１調査研究グループ，1991.3）
<No.11>「日本の基礎研究についての考察」
（張晶特別研究員，1991.3）
<No.12>「我が国と海外諸国間における研究技術者交流統計図表集」
（第２調査研究グループ，1991.3）
<No.13>「Defining Basic Reserch in Japanese Companies & Science in Japanese
Companies : A Preliminary Analysis」
（ダイアナ・ヒックス特別研究員，1991.9）
<No.14>「先端科学技術情報モニタリングシステム中間報告」
（第２調査研究グループ，1991.9）
<No.15>「科学技術政策用語英訳集」
（第１調査研究グループ，1991.10）
<No.16>「外国技術導入の動向分析−平成２年度（１９９０年度） −」
（情報システム課，1991.11）
<No.17>「ScienceandTechnologyPolicyinJapan」
（ピーター・スタール特別研究員，1992.2）
<No.18>「Researchand Development Consortia and Cooperative Relationships in
Japan's Superconductivity Industry」
（ジェラルド・ハネ特別研究員，1991.12)
<No.19>「経験哲学から見た科学技術への取り組み」
（森本盛特別研究員，1992.1）
<No.20>「自然科学系研究者のバックグラウンド及び活動状況に関する調査」
（第２調査研究グループ，1992.2）
<No.21>「Strategy for Improving industrial Technological Bases」
（何翔皓特別研究員，1992.3）
<No.22>「共体験に基づく知識創造の循環プロセス —高炉操業エキスパート・システム
の開発事例をめぐって—」
（第１研究グループ，1992.9）
<No.23>「広い空間と時間でとらえた科学技術とその政策目標」
（森本盛特別研究員，1992.9）
<No.24>「自然科学系課程博士を増強する条件」
（第１調査研究グループ，1992.11）
<No.25>「外国技術導入の動向分析—平成３年度（１９９１年度） —」
（情報システム課，1993.1）
<No.26>「我が国の技術貿易統計—収支統計の定量的検討の試み—」
（第３調査研究グループ，1993.1）
<No.27>「研究開発費の国際比較における購買力平価の利用について
（第３調査研究グループ，1992.12）
<No.28>「工学部卒業生の進路と職業意識に関する日米比較」
（第１調査研究グループ，1992.12）
<No.29>「科学技術史観の認識論的基礎—知識創造と日本の技術革新・研究序説—」
（第１研究グループ・第２研究グループ，1993.2）
<No.30>「産業発展、地域開発及び地域政策形成の重要性の増大—日本における産業
の普及及び発展の形態についての地域定量分析—」
（第４調査研究グループ，1993.2）
<No.31>「技術開発の多角化に関する計量分析」
（第１研究グループ，1993.3）
<No.32>「情報技術振興のための政府助成共同研究 —日本の西欧への挑戦—」
（第１研究グループ，1993.3）
<No.33>「日本製造業における競争力の源泉 —素材関連技術を中心とした一考察—」
（第１研究グループ，1993.6）
<No.34>「日本企業における知の創造：競争優位の次元」
（第１研究グループ，1993.9）
<No.35>「日本における政府研究機関」
（第１調査研究グループ，1993.10）
<No.36>「製品開発段階における技術知識の動態 —『研究開発における知の構造と知
の動態(1)』中間報告—」
（第１研究グループ，1994.3）
<No.37>「外国技術導入の動向分析—平成４年度—」
（情報システム課，1994.3）
<No.38>「優れた研究者が備える条件と研究活動の特性 −長官賞受賞者の特性を探
る−」
（第２調査研究グループ，1994.6）
<No.39>「外国技術導入の動向分析—平成５年度—」
（情報分析課，1995.3）
<No.40>「韓国の電子産業における対日依存と今後の課題」
（第３調査研究グループ，1995.4）
<No.41>「東南アジアの日系企業の活動状況」
（第３調査研究グループ，1995.6）
<No.42>「数値解析による技術貿易契約期間の推定」
（第３調査研究グループ，1995.6）
<No.43>「契約期間から技術貿易の構造を解析する」
（第３調査研究グループ，1996.3）
<No.44>「技術進歩と経済成長」
（第１研究グループ,1996.8）
<No.45>「パーソナルコンピュータの技術移転に関する調査研究」
（第２調査研究グループ,1996.12）
<No.46>「自然科学系博士課程在学生数に関する調査分析」
（第１調査研究グループ,1997.1）
<No.47>「2010年科学技術人材を考える」
（第１調査研究グループ,1997.2）
<No.48>「韓・日両国における科学技術諮問・審議機構の比較」
（第３調査研究グループ,1997.5）
<No.49>「日本企業とフランス企業の研究開発マネジメントに関する比較調査研究」
（第２調査研究グループ,1997.5）
<No.50>「日中の技術移転に関する調査研究」
（情報分析課、第３調査研究グループ,1997.6）
<No.51>「東アジア諸国のエネルギー消費と大気汚染対策 −概況と事例研究−」
（第４調査研究グループ,1997.6）
<No.52>「地域科学技術政策の現状と課題−地域科学技術政策研究会報告書−」
（第３調査研究グループ,1997.10）
<No.53>「大学における新構想型学部に関する実態調査」
（第１調査研究グループ,1998.4）
<No.54>「英国における研究評価−公的研究助成にみる評価"Value for
Money"と"Selectivity"」
（第２研究グループ,1998.5）
<No.55>「主要各国の科学技術関連組織の国際比較」
（第２研究グループ、第１研究グループ,1998.6）
<No.56>「地域科学技術政策研究会（平成１０年２月２４、２５日）報告書 −地域特性を生
かした施策展開をどう進めるか−」
（第３調査研究グループ,1998.7）
<No.57>「英国及びニュージーランドにおける国立試験研究機関の民営化について」
（企画課,1998.6）
<No.58>「テクノポリス調査研究報告書」
（第３調査研究グループ,1998.8）
<No.59>「Regionalization of Science and Technology in Japan : The Framework of
Partnership between Central and Regional Governments」
（第３調査研究グループ1998.8）
<No.60>「企業における女性研究者・技術者の就業状況に関する事例調査」
（第１調査研究グループ，1999.3）
<No.61>「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果」
（第４調査研究グループ,1999.5）
<No.62>「科学技術と人間・社会との関わりについての検討課題」
（第２調査研究グループ,1999.6）
<No.63>「公的研究機関の研究計画策定課程に関する調査」
（第２研究グループ,1999.6）
<No.64>「我が国の廃棄物処理の現状と課題」
（第３調査研究グループ,1999.12）
<No.65>「地域科学技術政策研究会（平成１１年３月１６、１７日）報告書」
（第３調査研究グループ,2000.1）
<No.66>「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」
（第２調査研究グループ,2000.3）
<No.67>「国立試験研究機関、特殊法人開発研究機関及び日本企業の研究開発国際
化に関する調査研究」
（第１研究グループ,2000.3）
<No.68>「１９７０年代における科学技術庁を中心としたテクノロジー・アセスメント施策の
分析」
（第２調査研究グループ,2000.3）
<No.69>「技術予測調査の利用状況と今後の調査への要望について」
（第４調査研究グループ,2000.3）
(注) No.1〜No.45は「調査研究資料」、No.46 〜No.60は「調査資料・データ」として発行
している。
３） DISCUSSION PAPER
<No.1>「技術知識の減衰モデルと減衰特性分析」
（第１研究グループ 光畑照久 1997.1）
<No.2>「２１世紀に向けた国の科学技術推進システムの在り方
−国の科学技術活動の変革に向けて −」
（第２調査研究グループ 柳 孝 1997.5）
<No.3>「日本と米国の科学及び工学における大学院課程の比較」
（第１研究グループ Ｔ．シエンコ 1997.6）
<No.4>「研究開発投資の決定要因：企業規模別分析」
（第１研究グループ 後藤 晃，古賀 款久，鈴木 和志 1997.11）
<No.5>「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」
（第１研究グループ 永田 晃也 1998.3）
<No.6>「大学などからの技術移転成功事例におけるアクター分析」
（第2研究グループ 新井 英彦 1998.3）
<No.7>「特許と文学論文の形態比較」
〜記述形式・内容分析とインタビューによる執筆動因分析 〜
（第２研究グループ 藤原 直也，垣 裕子 1998.10）
<No.8>「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」
（第１研究グループ 田中 茂 1999.5）
<No.9>「ITを用いた資材調達活動の国際比較」
（第１研究グループ 榊原 清則，三木 康司 1999.5）
<No.10>「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」
（情報分析課 和田 哲夫，水 正義 1999.6）
<No.11>「先端的情報システムと日本企業の課題」
（第１研究グループ 榊原 清則 1999.7）
<No.12>「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究」
−「モード2」の時代において集団的創造性を高めるために −
（第１調査研究グループ 前澤 祐一 1999.8）
<No.13>「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」
（第１調査研究グループ 中田 哲也 1999.10）
<No.14>「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究（その
１）」
（第１研究グループ 竹下 貴之 2000.1）
<No.15>「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」
（第１調査研究グループ 中田 哲也，第３調査研究グループ 権田 金治 2000.2)
４） 講演録
１）竹内 啓 東京大学先端科学技術研究センター教授
「先端科学技術の社会的影響<動向第１回>」（1988.10）
２）石井 恂 麻布大学教養部教授
「１９９０年代の科学技術政策<動向第２回>」（1988.10）
３）Prof.Don E Kash米国オクラホマ大学教授
「総合化社会<国際比較第１回>」（1988.11）
４）内田盛也 帝人株式会社理事
「科学技術政策と知的所有権のかかわりについて<動向第３回>」（1988.12）
５）西部 邁 評論家
「反原発運動における技術思想について<動向第４回>」（1988.12）
６）平澤 ?? ‥豕・膤惷詰楹愽・擬・
「ソフト化社会における政策研究<動向第５回>」（1988.12）
７）Prof.Christopher Freeman英国サセックス大学名誉教授
「産業技術における基礎研究の役割<国際比較第２回>」（1989.2）
８）石坂誠一 人事院人事官
「科学技術に関する人材の確保<動向第６回>」（1989.2）
９）梅原 猛 国際日本文化研究センター所長
「日本人の自然観<動向第７回>」（1989.2）
１０）Prof.Lewis M .Branscomb 米国ハーバード大学教授
「米国における科学技術の諸問題<国際比較第３回>」（1989.2）
１１）武者小路公秀 国連大学副学長
「国際化社会における知的交流の課題<動向第８回>」（1989.2）
１２）弘岡正明 住友化学工業株式会社研究主幹
「新化学時代の産業展開と諸問題<動向第９回>」（1989.3）
１３）青木昌彦 京都大学経済研究所教授
「今後の経済発展と科学技術政策<動向第１０回>」（1989.3）
１４）井内慶次郎 前国立教育会館長
「大学院制度の弾力化について<動向第１１回>」（1989.3）
１５）立川圓造 日本原子力研究所東海研究所化学部長
「電解核融合の現状<動向第１２回>」（1989.4）
１６）軽部征夫 東京大学先端科学技術研究センター教授
「バイオセンサーの現状と将来<動向第１３回>」（1989.5）
１７）加藤秀俊 放送教育開発センター所長
「国際社会における技術格差の問題点<動向第１４回>」（1989.5）
１８）村上陽一郎 東京大学先端科学技術研究センター教授
「明治期における我が国の科学技術政策」（1989.6）
１９）田村 明 法政大学法学部教授
「未来の都市をめざして」（1989.3）
２０)米本昌平 三菱化成生命科学研究所社会生命科学研究室長
「１９７０年代のアメリカにおけるバイオエシックス論争」（1989.6）
２１）後藤 晃 一橋大学教授
「日本のＲ＆Ｄシステム再考」（1989.12）
２２）野田正彰 神戸市立外国語大学教授
「社会の変化が個人に及ぼす影響について」（1989.9）
２３）Heinz A.Staab西独マックス・プランク協会理事長
「西独マックス・プランク協会の組織と国際協力における役割」（1990.3）
２４）Prof.Rolf D. Schmidドイツ国ブラウンシュバイク工科大学教授
「統合後のドイツのバイオテクノロジー戦略について」（1990.11）
２５）権田金治 東京電機大学理工学部教授
「科学技術と地域開発」（1991.4）
２６）小林信一 文教大学国際学部専任講師
「文明社会の野蛮人—若者の科学技術離れを巡って—」（1991.5）
２７）小山内裕 藤倉電線株式会社取締役研究開発本部副本部長
「光ファイバーの開発—低損失限界への挑戦—」（1992.4）
２８）渕 一博 (財)新世代コンピュータ技術開発機構常務理事研究所長
「第五世代コンピュータの開発—未完の革命—」（1992.5）
２９）外村 彰 日立製作所基礎研究所主管研究長
「電子線ホログラフィー開発の経緯」（1992.6）
３０)鈴木章夫 三菱重工業株式会社名古屋航空宇宙システム製作所宇宙技術部長
「日本のロケット開発に於ける技術革新」（1992.7）
３１）蒲谷勝治 ヤマハ発動機株式会社マリン事業本部船艇事業本部副事業部長
永海義博 ヤマハ発動機株式会社マリン事業本部技術部実験課主任
「アメリカズカップ・ヨットの開発とレース戦略」（1992.8）
３２）伊藤博之 本田技研工業株式会社参事
「ホンダ・シビックの開発」（1992.2）
３３）神田泰典 富士通株式会社パーソナルビジネス本部副本部長
「マルチメディアとＦＭタウンズ」（1992.9）
３４）王寺睦満 新日本製鐵株式会社技術開発本部設備技術センター所長
「我が国におけるＬＤ転炉技術の導入と発展」（1992.10）
３５）相沢 進 セイコーエプソン株式会社専務取締役
「セイコーエプソンにおける技術開発 —新事業創造の事例と事業開発理念の功
罪—」（1992.11）
３６）森本 盛 客員研究員
「科学技術意識形成過程の分析」（1993.3）
３７）前川善一郎 京都工芸繊維大学教授
「複合材料技術の社会への浸透過程について」（1992.12）
３８）白石忠志 東北大学法学部助教授
「技術の排他的利用と独占禁止法」（1993.2）
３９）柳原一夫 客員研究官
「地球温暖化のメカニズム(宇宙・太陽・地球)」（1993.5）
4０)富田徹男 特許庁審判部審判官
「特許制度などから見た技術の伝播」（1993.4）
４１）前間孝則 国際技術総合研究所副所長
「軍用技術から民生技術へ−戦前日本の航空機産業の転換−」（1993.4）
４２）石井 裕 ＮＴＴヒューマンインタフェース研究所主幹研究員
「コラボレーションメディアのデザイン」（1992.12）
４３）長谷川龍雄 元トヨタ自動車株式会社専務取締役
「日本における自動車技術の起こりと展開 −私の体験−」（1993.8）
４４）吉田庄一郎 株式会社ニコン取締役副社長
「半導体製造装置ステッパの開発」（1993.9）
４５）佐藤秀樹 株式会社セガ・エンタープライゼス常務取締役
「アミューズメントからマルチメディアの研究開発へ」（1994.2）
４６）市川惇信 人事院人事官
「研究評価について」（1996.11）
４７）河本英夫 東洋大学教授
「オートポイエーシスにもとづく研究評価論」（1996.12）
４８）森 俊介 東京理科大学教授
「システム論から見た評価の方法」（1997.1）
４９）木嶋恭一 東京工業大学
「評価へのソフトシステムアプローチ」（1997.1）
５０)山之内昭夫 大東文化大学教授
「企業における研究評価の視点」（1997.2）
５１）川崎雅弘 科学技術振興事業団
「科学技術基本法下における評価」（1997.4）
５２）板倉省吾 （株）パスコ
「通商産業省の政策評価（産業政策と産業技術政策）」（1997.4）
５３）Dir. Rosalie T. Ruegg米国国立標準・技術研究所経済性評価室長
Prof. Philipe Laredo仏国鉱山大学イノベーション社会学センター教授
「科学技術の形成過程における評価をどう取り扱うか −研究評価から政策評価ま
で−」（1997.11）
５４）Dr. William A. Blanpied U S National Science Foundation
「米国における科学政策について」（1997.11）
５５）近藤隆雄 多摩大学経営情報学部教授
「サービスマネージメントにおける価値づくりについて」（1997.5）
伊藤利朗三 菱電機（株）専務取締役開発部長
「製品開発における価値づくりについて」（1997.5）
朝岡勝義（株）東芝情報・通信システム新規事業企画室担当部長
「経営におけるコンセプトエンジニアリングについて」
５６）Dr. William G. Wells, Jr. The George Washington University School of Business
and Public Management Project Management Program Director
「米国連邦政府における科学技術政策形成」（1998.3）
５７）崔 亨燮 韓国科学技術団体総連合会会長
「韓国新政権下での科学技術関連政策の展開」（1998.6）
５８）Prof. Arie Rip University of Twente.the Netherlands
「オランダの科学技術政策：行政と研究を結ぶ中間構を中心として 〜「社会学的」
科学技術政策研究序論〜
５） その他
１）ソフト系科学技術に関する調査報告書
（第１調査研究グループ，1989.3）
２）第１回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1990.2）
３）日本の科学技術政策史
（科学技術政策史研究会編集、科学技術政策研究所監修，1990.12）
４）NISTEP Review Vol.1[脚注]（1990.12）
５）第１回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]
（猪瀬 博、児玉文雄、川崎雅弘編集，1991.1）
６）第２回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1991.1）
７）NISTEP Review Vol.2[脚注]（1992.3）
８）第２回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]
（岡村総吾、野中郁次郎、村上健一編集，1992.3）
９）第３回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1992.3）
１０）日・米・欧における科学技術に対する社会意識に関する比較調査
（第２調査研究グループ，1992.3）
1１）第３回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文]
（岡村総吾、坂内富士男、野中郁次郎編集，1993.3）
１２）新世紀の深みのある政策展開を目指して −科学技術政策研究所10周年記念誌−
（科学技術政策研究所創立10周年記念行事企画委員会編集，1998.3）
１３）機関評価委員会の結果について
科学技術政策研究所機関評価報告書参考資料
（科学技術政策研究所機関評価委員会編集，1999.1）
(注) NISTEP Reviewは、当所の研究者が外部の研究集会や学会誌等で発表した研究
論文を当研究所として取りまとめたものである。
（２）顧 問（五十音順）
猪瀬 博 文部省学術情報センター所長
植之原 道行 多摩大学名誉教授
川崎 雅弘 科学技術振興事業団理事長
末松 安晴 高知工科大学長
中原 恒雄 住友電気工業（株）特別技術顧問
中村 桂子 ＪＴ生命誌研究館副館長
藤井 直樹 （株）サンシャインシティ代表取締役会長
牧野 昇 （株）三菱総合研究所相談役
野口 悠紀雄 東京大学先端経済工学研究センター長
藤野 政彦 武田薬品工業（株）代表取締役会長
吉川 弘之 放送大学長
吉村 融 政策研究大学院大学長
（３）職員名簿
所 属 職 名 氏 名 在 職 期 間
所長 佐藤 征夫 H 9. 7. 1 〜 H11. 7. 6
所長 柴田 治呂 H11. 7. 6 〜
総務研究官 國谷 実 H 9.10.10 〜 H11. 7.5
総務研究官 木村 良 H11. 7. 6 〜
総務課 課長 安藤 忠志 H 9. 4. 1 〜 H12.3.31
課長補佐 併 太田 政孝 H10. 5. 1 〜
庶務係長 多田 敏行 H10. 4. 1 〜
主任 五島登美子 H 4. 1. 1 〜
細貝 智之 H10. 4. 9 〜
併 吉武ミツエ H10. 4. 1 〜
経理係長 林 淳 H 9. 4. 1 〜 H11. 5. 1
経理係長 真保 成男 H11. 5. 1 〜
秋田のぞみ H 6. 1. 1 〜
用度係長 併 太田 政孝 H10. 5. 1 〜
関屋 忠治 H11. 4. 1 〜
自動車運転手 井口 直孝 H10. 6.30 〜 H11.10.1
自動車運転手 関根 秀雄 H11.10. 1 〜
事務補助員 美濃部友理子
H10.10. 1 〜 H11.10.
1
事務補助員 山口 温子 H11.10. 1 〜H11.10.31
事務補助員 中村 秀子 H11.11. 2 〜 H12.
3.30
企画課 課長 植田 昭彦 H10. 6.30 〜
課長補佐 小野 秀明 H 9. 7.16 〜 H11. 8.1
課長補佐 丸山 秀明 H11. 8. 1 〜
国際研究協力
官 山口 治 H 7.11. 1 〜
企画係長 併 小野 秀明 H10. 4. 1 〜 H11. 8.1
企画係長 併 丸山 秀明 H11. 8. 1 〜
竹下 貴之 H11. 4.21 〜
業務係長 宮本 祐吾 H 9. 1. 1 〜
神田由美子 H11. 4. 1 〜 H11.4.21
併 大山 真未 H11. 6.22 〜
事務補助員 鈴木恵理子 S61.12.25 〜
情報分析課 課長 吉水 正義 H 9. 7.16 〜 H12.3. 1
課長 相馬 融 H12. 3. 1 〜
課長補佐 併 吉水 正義 H11. 3.10 〜 H12.3. 1
課長補佐 併 相馬 融 H12. 3. 1 〜
情報係長 併 山口 治 H 7.11. 1 〜
資料係長 併 吉武 ミツエ H11. 4. 1 〜
神田 由美子 H11. 4. 1 〜
分析第１係長 石黒 裕康 H 9. 7. 1 〜
分析第２係長 併 山口 治 H 7.11. 1 〜
調査官 下村 智子 H10.11.16 〜
併 衛藤 康子 H 8.11.11 〜
併 吉沢 道子 H10. 4. 1 〜
併 岡本 信司 H11. 4. 1 〜 H12.3.31
技術補助員 久野美津子 H10. 4. 1 〜 H12.3.30
事務補助員 清水亜矢子 H10. 7.15 〜
第１研究グループ 総括主任研究官 榊原 清則 H10. 4. 1 〜
主任研究官 瀬谷 道夫 H 6. 6.16 〜
研究員 古賀 款久 H 9. 4. 1 〜
研究員 伊地知寛博 H10. 5. 1 〜
芳賀沼聡子 H 8. 5. 1 〜 H11.4.12
原 真太郎 H11. 4.12 〜
併 竹下 貴之 H12. 1. 1 〜
併 田中 茂 H10. 4. 1 〜 H12.3.31
事務補助員 下田眞奈美 H 6. 4. 2 〜
第２研究グループ 総括主任研究官 平澤 冷
H 9.10. 1 〜 H12.
3.31
主任研究官 柿崎 文彦 S63. 7 .1 〜
主任研究官 富澤 宏之 H 8.10. 1 〜
主任研究官 藤垣 裕子 H 8.10. 1 〜 H12.3.31
併 武内 信雄 H10. 6.16 〜 H11.
9.30
併 渡部 康一 H 9. 7. 1 〜 H11. 7. 6
事務補助員 中澤 真弓 H10. 7.21 〜H11.10.31
事務補助員 清水 佳津子 H11.11. 1 〜
第１調査研究グルー
プ
総括上席研究
官 前澤 祐一
H 8. 5.10 〜
H11.10.29
総括上席研究
官
事務取
扱 木村 良 H11.11.10 〜
上席研究官 和田 幸男 H 9. 7. 1 〜
上席研究官 中田 哲也 H11. 4. 1 〜 H12. 2.8
上席研究官 小泉 勝利 H12. 2. 1 〜
上席研究官 武内 信雄 H10. 6.16 〜 H11.9.30
上席研究官 併 佐野 享子 H10. 7.21 〜 H11. 7.6
事務補助員 大貫佐知子 H 5. 7. 1 〜
第２調査研究グルー
プ
総括上席研究
官
事務取
扱 國谷 実
H 9.10.10 〜 H11. 7.
5
総括上席研究
官
事務取
扱 木村 良 H11. 7. 6 〜
上席研究官 木場 隆夫 H 7. 7.17 〜
上席研究官 大山 真未 H 9. 4. 1 〜
研究官 渡部 康一 H 9. 7. 1 〜 H11. 7. 6
併 岡本 信司 H11. 8. 2 〜
併 寺川 仁 H11. 4. 1〜
事務補助員 併 大貫佐知子 H 9. 7.25 〜 H11. 9.1
事務補助員 大釜 陽子 H11. 9. 1〜
第３調査研究グルー
プ
総括上席研究
官 渡辺 俊彦 H 9. 7.16 〜
上席研究官 太田 政孝 H10. 5. 1 〜
併 柿崎 文彦 H 9. 7.16 〜
事務補助員 三島 眞理 H 7. 4.10 〜
第４調査研究グルー
プ
総括上席研究
官 桑原 輝隆 H 9. 7. 1 〜
上席研究官 田中 茂 H10. 4. 1 〜 H12.3.31
上席研究官 新名 秀章 H10. 4. 1 〜
上席研究官 寺川 仁 H11. 4. 1 〜 H12.3.31
上席研究官 岡本 信司 H11. 4. 1 〜 H12.3.31
研究官 横尾 淑子 H11. 4. 1 〜
研究官 須藤 正幸 H11. 4.12 〜
併 瀬谷 道夫 H 9. 7.16 〜
事務補助員 早坂 ルミ H10.10.28 〜
事務補助員 山上奈緒子 H11. 7. 1 〜
（４）特別研究員（五十音順）
１） 科学技術特別研究員
綾野博之 科学技術振興事業団
加藤みどり 科学技術振興事業団
２） 特別研究員
新井英彦 日本原子力研究所
新舩洋一 埼玉県
伊藤晃輔 社団法人海外電力調査会研究員（関西電力）
上田尚郎 三菱マテリアル（株）
小笠原敦 ソニー（株）
数田章司 東京電力株式会社
休井正人 日本鋼管株式会社
近藤一徳 フューチャーシステムコンサルティング（株）
須藤剛志 三菱電機株式会社
田中清隆 社団法人海外電力調査会研究員（九州電力）
田中 聡 社団法人海外電力調査会研究員（中部電力）
寺尾 博   日本電気株式会社
中谷 元 三菱電機株式会社
花井光浩  社団法人海外電力調査会研究員（中部電力）
堀内勝夫 日本電気株式会社
松久保雅弘  社団法人海外電力調査会研究員（関西電力）
森川晴成 三重県
（５）客員研究官（五十音順）
１） 客員総括研究官
権田金治 東海大学教授（国際政策科学研究センター長）
丹羽冨士雄 政策研究大学院大学教授
２） 客員研究官
青島矢一 一橋大学イノベーション研究センター助教授
東 晴彦 科学技術振興事業団「知と構成」領域技術参事
加藤 毅 筑波大学大学研究センター講師
亀岡秋男 （株）東芝研究開発センター特別研究室技監
軽部 大 東京経済大学専任講師
楠木 建 一橋大学商学部助教授
桑原 裕 （株）日立製作所研究開発本部Ｒ＆Ｄグローバリゼーションリーダー
香月祥太郎 三井情報開発（株）顧問
下田隆二 一橋大学イノベーション研究センター教授
清家彰敏 富山大学経済学部助教授
武石 彰  一橋大学イノベーション研究センター助教授
寺本義也 北陸先端科学技術大学院大学教授
永田晃也 北陸先端科学技術大学院大学助教授
根岸廣和 キヤノン（株）研究開発本部 技術教育推進プロジェクト・チーフ
林 大樹  一橋大学社会学部教授
平野千博 岩手県立大学総合政策学部教授
深尾京司  一橋大学経済研究所教授
前田 昇 高知工科大学大学院工学研究科企業家コース教授
宮林正恭 理化学研究所理事
柳下和夫 日本大学大学院グローバルビジネス研究科教授
和田哲夫 郵政省郵政研究所主任研究官
（６）科学技術政策研究所の沿革
１９４７年１２月 経済安定本部資源委員会事務局設置
１９４９年 ６月 （資源委員会は資源調査会へ改称）
１９５２年 ８月 （資源調査会は総理府の附属機関へ）
１９５６年 ５月 科学技術庁設置 
資源調査会事務局は科学技術庁資源局となる。
（資源調査会は科学技術庁の附属機関へ）
１９６８年 ６月 資源調査所設置（科学技術庁資源局廃止）
１９８８年 ７月 科学技術政策研究所設置（資源調査所改組）
科学技術庁科学技術政策研究所
広報委員会
委員長 市丸 修
委 員 根本 正博
富沢 宏之
和田 幸男
寺川 仁
新舩 洋一
松久保 雅弘
太田 政孝
植田 昭彦
宮本 祐吾
相馬 融
事務局 企画課
情報分析課
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